
JANTI-SANE-03 

 

 

中越沖地震後の原子炉機器の健全性評価 

            

平成２1年度中間報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年４月 

 

 

一般社団法人 日本原子力技術協会 

中越沖地震後の原子炉機器の健全性評価委員会 



 

 

 

               はじめに 

 

中越沖地震を被災した柏崎刈羽原子力発電所では、耐震設計グレードの高い安全上の

重要機器に、外観上の大きな損傷は認められておらず、被災から２年半を経過して、先

行号機が順次運転を再開することにより大きな節目を迎えています。災害に強い発電所

の再構築に向けて、設備健全性評価と耐震安全性評価が着実に進展しています。 

「中越沖地震後の原子炉機器の健全性評価委員会」（SANE: Structural Integrity 

Assessment for Nuclear Power Components experienced Niigata Chuetsu-Oki  

Earthquake Committee）では、平成 19 年秋より、構造強度・検査・耐震などを専門的

分野とする学識経験者と電力・メーカー等の関係者が一同に会して検討を開始しました。 

現在は６ＷＧ（評価基準 WG、検査 WG、疲労・材料試験 WG、配管振動評価 WG、

建屋-機器連成 WG、再起動ＷＧ）を編成して個別案件に取り組み、その成果は東京電

力による設備健全性評価の報告書作成や国等の様々な審議プロセスの中で活用されて

います。 

中越沖地震被災から得られた貴重な教訓を関係者が広く共有し、さらには昨今の複数

発電所での地震経験を踏まえ今後の地震遭遇に備えておくことは、将来にわたり原子力

発電を進めていく上での重要課題です。 

このため、引き続き検討を深めることとし、ここに平成２１年度の成果を中間的な報

告書として取り纏めました。 

最後に、ご多忙のなか審議に参画いただき多大な提言を賜りました、委員・参加者等、

関係各位に深く感謝申し上げます。 
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1. 地震後の復旧と評価の進捗状況 
1.1 柏崎刈羽原子力発電所の復旧状況 
平成19年7月16日、新潟県中越沖に発生した地震（マグニチュード6.8、震源深さ17km）
により、震央距離約16km、震源距離約23kmに位置していた柏崎刈羽原子力発電所では、
原子炉全7基（4基の原子炉が運転中・起動中、3基の原子炉が定検停止中）の基本的機能は
維持され、安全に停止した。中越沖地震の概要を図1-1に示す。ここで原子炉建屋基礎版上
の観測加速度は設計時の動的地震力による最大加速度応答値を超えるものであったが、静

的地震力（建築基準法で定められた静的地震力の３倍を考慮）や様々な設計上の保守性に

起因する裕度から、安全上重要な耐震重要度A, Asクラスの設備（原子炉の未臨界確保に必
要な制御棒駆動設備，原子炉の冷却に必要な原子炉冷却系統設備，原子炉の閉じ込め機能

としての原子炉格納容器等）に有意な損傷はなく、原子炉内についても全号機の点検結果、

機器に影響を与える損傷・変形・脱落などの異常はなかった。一方で、耐震グレードの低

い変圧器、排気ダクト、構内道路、事務所等が大きく損傷した。耐震クラス別による損傷

状況の例を表1-1に、各号機およびその周辺の主な被害状況を図1-2, 1-3に示す。 
被災から３年弱の歳月を経て発電所の復旧は着実に進展しており、各号機の耐震安全性

を向上させるために実施された耐震強化工事（配管サポート追加・強化、原子炉建屋屋根

トラスの強化、排気筒の強化、原子炉建屋・天井クレーンの強化、燃料取替機の強化など）

は、１、５、６、７号機で完了している。地震関連の不適合事象は平成２２年３月末時点

で総数 3760件（軽微なものを含む）を数えたが、発電所全体では 2981件（79.3％）が処
理済で、１、５、６、７号機に関する不適合事象は全ての処理が完了している。６、７号

機は営業運転が再開され、続く１、５号機は再起動前の最終確認段階にある。 
 
1.2 設備健全性・耐震安全性評価の進捗概要 
 東京電力は、中越沖地震により被災した柏崎刈羽原子力発電所の安全上重要機器への影

響評価を順次実施してきた。設備点検では各設備が受けた地震による影響を点検･試験等に

よって確認し、地震応答解析では観測波に基づく各設備の解析的な評価を実施している。   
また、東京電力では耐震安全性評価を実施するため、平成18年9月に改定された「発電用

原子炉施設に関する耐震設計審査指針」に照らして基準地震動Ssを策定、その後の原子力
安全・保安院、原子力安全委員会の慎重な審議プロセスを経てＨ２０年１１月に基準地震

動Ssが決定された。このＳｓ地震動に基づく耐震安全性評価として、安全上重要な機能を
有する耐震Sクラス設備について耐震強化工事後の地震応答解析結果を取り纏めている。 
原子力安全・保安院、原子力安全委員会および新潟県は、新潟県中越沖地震を踏まえた

専門的な審議会を平成１９年度に次々と立ち上げ、精力的かつ慎重に検討を進めた結果、

６、７号機の健全性評価の審議を終了した。それに続く１、５号機は設備健全性評価、耐

震安全性評価が概ね終了、最終的な確認段階にある。６、７号機の運転再開に至るまでの

健全性確認のプロセスを図1-4,5に示す。 
さらに日本原子力学会、日本電気協会、日本機械学会などの学協会が、それぞれの立場

から委員会を組織し、被災による教訓から中長期的な取り組み課題を整理するための検討 
を実施中である。表1-2にその枠組みを示す。                             
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©Google  ©ZENRIN

10km

30km

震源

柏崎刈羽原子力発電所

号機 水平-NS 水平-EW 鉛直

1 311(274) 680(273) 408(235)

2 304(167) 606(167) 282(235)

3 308(192) 384(193) 311(235)

4 310(193) 492(194) 337(235)

5 277(249) 442(254) 205(235)

6 271(263) 322(263) 488(235)

7 267(263) 356(263) 355(235)

発生日時 : 2007年7月16日 10:13 AM 

マグニチュード : M 6.8

原子炉建屋基礎版上における観測加速度
単位:gal (cm/s2), 括弧内は設計時の最大加速度応答値

長岡

柏崎

刈羽

図1-1 新潟県中越沖地震の概要

静的水平地震力は 3 Ci ＝ 0.48 G（470Gal）

スクラム(自動停止)設定値 : 水平 : 120 ガル
垂直 : 100 ガル

地震計地震計

 

 
表 1-1 耐震重要度クラス別による損傷状況 

耐震クラス 設備の例 損傷 

 As※1 
・原子炉圧力容器 
・原子炉格納容器 
・制御棒 

なし 

A※1 
・非常用炉心冷却系 
・原子炉建屋 

なし 

B 
・タービン設備 
・放射性廃棄物処理系 

原子炉建屋天井クレーン走

行伝動用継手部 

C 
・主発電機 
・変圧器 
・所内ボイラー 

所内変圧器 
主排気筒ダクト 
消火系配管など 
 

*1: 2006年に策定された新指針では、ＡｓとＡクラスはＳクラスに統一されている。 
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図 1-2 １～４号機および周辺の主な被害状況 

図 1-3 ５～７号機および周辺の主な被害状況 
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図1-4 柏崎刈羽6号機 プラント全体の健全性確認の進捗経緯 

設    備 
点検・評価計画 

機器単位 
設備点検・評価

建物・構築物 
点検・評価 

系統単位 
設備点検・評価

建
物
・
構
築
物
及
び
設
備
の
健
全
性
、
耐
震
安
全
性
の
総
合
評
価 

プ
ラ
ン
ト
全
体
（
蒸
気
を
発
生
さ
せ
た
状
態
）
の
点
検
・
評
価
（ 

プ
ラ
ン
ト
全
体
の
機
能
試
験
・評
価
計
画
書
（H2

1
.6
/
2
3

）） 

（
プ
ラ
ン
ト
全
体
の
機
能
試
験
の
進
捗
状
況[

最
終
評
価
に
つ
い
て]

（H2
1
.9
/
2
8

）） 
中越沖地震に対する設備健全性

地質・地盤調査 
基準地震動Ss 

策定 

耐震安全性の

確認 

基準地震動に対する設備健全性確認

再報告書（H20.9/22） 

 基準地震動 Ss の最大値 

  1～4 号機：2,300Gal 

  5～7 号機：1,209Gal 

報告書（H20.5/22） 

評価結果報告書（改訂１）（H21.6/16） 
・ 主な改訂内容 
   弾性設計用地震動Ｓｄに関する検討内容の充実 

   国の審議会の議論等を踏まえた検討（耐震安全性 

評価における 7号機との比較 等） 

評価結果報告書（H21.5/19） 
・ 安全上重要な機能を有する耐震Sクラスの施設等につ

いて、Ss による耐震解析を全て終了し、その耐震安全

性が確保されていることを確認。 

 

耐震強化工事－H21.1/25 完了 

・ 耐震強化に向けた建屋のゆれ 

：1,000Gal（全号機） 

・ 配管等サポート 

・ 原子炉屋根トラス 他 

報告書追補版（H20.10/22） 

報告書（H20.5/12） 

耐震強化工事

報告書（H21.1/28） 

・ 機能に影響を及ぼす損傷なし

・ 解析結果も問題なし 

計画書改訂 1（H20.11/5） 

計画書（H20.3/7） 

原子炉建屋およびタービン建屋における

ひび割れの補修報告書および原子炉建

屋屋根トラスおよび排気筒における高力

ボルト点検報告書（H21.6/16） 

報告書改訂 1（H21.2/4） 

・ 健全性に影響を及ぼすような損傷なし 

・ 解析結果も問題なし 

報告書（H20.12/25） 

計画書（H20.5/20） 

 

建物・構築物 
点検・評価計画 

設備の復旧（地震の影響によるもの、地震の影響以外のもの） 

設備の復旧 

・ 放水路 完了 

・ 変圧器母線接続部の基礎強化完了 

・ 蒸気タービン動翼（原因対策報告書 H20.9/19）（H21.6/10 タービン詳細点検

完了） 

適合 が処 完 /

全 26 系統完了（H21.6/17） 

・ 設備健全性に係る点検・評価報告書

（H21.6/23） 

 

中越沖地震における課題と対応策 
（自衛消防体制、情報連絡体制 他） 

完了 

・ 消防車の配備（化学消防車 2台、水槽 1台） 

・ 消火配管地上化 

・ 地元ラジオ局の活用、広報車の配備など 

・ 原子炉施設故障等報告及び電気関係事故報告（原因と対策に関する最終報告）（H20.9/25） 

・使用済燃料プール水の溢水ならびに外部への放出に関する原因と対策について 

・６号機原子炉建屋天井クレーンを駆動させる軸の継手の破損に関する原因と対策について 

・３号機所内変圧器（Ｂ）のダクト火災に関する原因と対策について 

プラント機能試験最終評価(H21.9/28)後の状況 

・ プラント全体の機能試験・評価報告書の経済産業省原子力安

全・保安院への提出について（H21.10/1） 

・ プラント全体の機能試験・評価報告書（改訂１）の経済産業省

原子力安全・保安院への提出について（H21.10/8） 

・ 新潟県知事、柏崎市長、刈羽村長からの柏崎刈羽原子力発電所
６号機及び７号機の営業運転への移行に関する文書の受領につ

いて（H21.12/22） 

・ 新潟県中越沖地震後の柏崎刈羽原子力発電所６号機の営業運転

再開について（H22.1/19） 
※ 点検・調査や評価の詳細は、東京電力㈱の報告書参照 。 
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図1-5 柏崎刈羽7号機 プラント全体の健全性確認の進捗経緯
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設備の復旧（地震の影響によるもの、地震の影響以外のもの） 

地質・地盤調査 
基準地震動Ss 

策定 

耐震安全性の

確認 

中越沖地震に対する設備健全性

設備の復旧 

基準地震動に対する設備健全性確認

完了 

報告書（H20.9/19） 

・ 機能に影響を及ぼす損傷なし

・ 解析結果も問題なし 

計画書改訂 5（H20.9/26） 

計画書（H19.11/27） 

報告書改訂 1（H20.9/25） 

・ 健全性に影響を及ぼすような損傷なし 

・ 解析結果も問題なし 

報告書（H20.9/1） 

計画書改訂 1（H20.5/20） 

計画書（H20.2/25） 

建物・構築物 
点検・評価計画 

・ 放水路 完了 

・ 変圧器母線接続部の基礎強化完了 

・ 蒸気タービン動翼（原因対策報告書 H20.9/19）（H21.1/28 復旧完了）
・ 不適合の 100％が処理完了（H21.4/6 現在） 

全 23 系統完了（H21.2/4） 
12/ 4 試験概要（その９） 

11/20 試験概要（その８） 

11/ 6 試験概要（燃料装荷を伴う試験） 

10/30 試験概要（その６） 

10/23 試験概要（その５） 

10/ 9 試験概要（その４） 

10/ 2 試験概要（その３） 

9/25 試験概要（その２） 

9/18 試験概要（その１） 

・ 設備健全性に係る点検・評価報告書

（H21.2/12） 
 

再報告書（H20.9/22） 

 基準地震動 Ss の最大値 

  1～4 号機：2,300Gal 

  5～7 号機：1,209Gal 

報告書（H20.5/22） 

タービン建屋の地震応答解析における耐震壁及び

補助壁の取り扱いの不適合に関する報告（H21.4/9）
・ タービン建屋およびタービン建屋内の耐震安全上重要な

機器・配管について再評価を行った結果、耐震安全性は確

保されるという評価には影響なし 

評価結果報告書（改訂１）（H21.1/9） 
・ 主な改訂内容 
   コントロール建屋の耐震安全性評価の追記 

   弾性設計用地震動Ｓｄに関する検討内容の充実 

評価結果報告書（H20.12/3） 
・ 安全上重要な機能を有する耐震 S クラスの施設等につ

いて、Ss による耐震解析を全て終了し、その耐震安全

性が確保されていることを確認。 

原子炉建屋基礎地盤の安定性評価 

建物・構築物の耐震安全性評価 
原子炉建屋、タービン建屋、排気筒 

機器・配管の耐震安全性評価 
炉心支持構造物、残留熱除去ポンプ、原子炉圧力容器、原子

炉格納容器、主蒸気配管、制御棒挿入性 など 

屋外重要土木構造物の耐震安全性評価 
非常用取水路 

地震随伴事象に対する考慮 
周辺斜面の安定性評価、津波に対する安全性評価 

中間報告その２（H20.11/28） 

中間報告（H20.11/4） 

耐震強化工事－H20.11/3 完了 

・ 耐震強化に向けた建屋のゆれ 

：1,000Gal（全号機） 

・ 配管等サポート 

・ 原子炉屋根トラス 他 

報告書追補版（H20.10/22） 

報告書（5/12） 

・ 消防車の配備（化学消防車 2台、水槽 1台） 

・ 消火配管地上化 

・ 地元ラジオ局の活用、広報車の配備など 

・ 原子炉施設故障等報告及び電気関係事故報告（原因と対策に関する最終報告）（H20.9/25） 

・使用済燃料プール水の溢水ならびに外部への放出に関する原因と対策について 

・６号機原子炉建屋天井クレーンを駆動させる軸の継手の破損に関する原因と対策について 

・３号機所内変圧器（Ｂ）のダクト火災に関する原因と対策について 

耐震強化工事

※ 点検・調査や評価の詳細は、東京電力㈱の報告書等を参照。 

プラント機能試験最終評価(H21.6/19)後の状況 
・ プラント全体の機能試験・評価報告書の経済産業省原子

力安全・保安院への提出について（H21.6/23） 

・ 燃料取り替えに伴う計画停止について（H21.9/24） 

・ 新潟県知事、柏崎市長、刈羽村長からの柏崎刈羽原子力

発電所６号機及び７号機の営業運転への移行に関する文

書の受領について（H21.12/22） 

・ 新潟県中越沖地震後の当社柏崎刈羽原子力発電所７号機

の営業運転再開について（H21.12/28） 

中越沖地震における課題と対応策 
（自衛消防体制、情報連絡体制 他） 



表１－２　国・県・関係学協会での調査状況（平成２２年３月現在）

親委員会 No. ＷＧ、サブWG 委員長・主査 内容

中越沖地震における原子力
施設に関する調査・対策委
員会

1 班目春樹（東大院教授）
1.地震発生時の事業者による自衛消防体制、情報連絡体制及び情報提供の在り方。
2.中越沖地震から得られる知見を踏まえた耐震安全性の評価。
3.中越沖地震発生時における原子炉の運営管理の状況と設備の健全性及び今後の対応。

2
自衛消防及び情報連
絡・提供に関するＷＧ

大橋弘忠（東大院教授） No.1の１項

3
運営管理・設備健全
性評価ＷＧ

関村直人（東大院教授） No.1の3.項

4 設備健全性評価サブＷＧ 〃
事業者が策定する設備点検・評価計画、点検（試験）結果、地震応答解析の結果及び設備
健全性の評価方法等についての妥当性確認。

耐震・構造設計小委員会 5 阿部勝征（東大名誉教授） 平成１９年新潟県中越沖地震から得られる知見を踏まえた耐震安全性の評価。

6 構造ＷＧ
西川孝夫（首都大学東京名
誉教授）

中越沖地震を踏まえた柏崎刈羽にかかる検討および浜岡３・４号機の耐震バックチェック

7 Ａサブグループ会合久保哲夫（東大院教授） 耐震バックチェック（志賀、福島第一、第二、東海第二、伊方、東通、女川、泊）

8 Ｂサブグループ会合
西川孝夫
（首都大学東京名誉教授）

〃（敦賀、もんじゅ、美浜、大飯、高浜、島根、玄海、川内）

9 Ｃサブグループ会合〃 〃（六ヶ所再処理、東海再処理）

10 地震･津波WG 纐纈一紀（東大教授） No.12の合同ＷＧで総括的に審議

11 地質･地盤WG 衣笠善博（東工大院教授） No.12の合同ＷＧで総括的に審議

12
地震・津波、地質・地
盤合同ＷＧ

纐纈一紀（東大教授） 中越沖地震を踏まえた柏崎刈羽にかかる検討および浜岡３・４号機の耐震バックチェック

13 Ａサブグループ会合衣笠善博（東工大院教授） 耐震バックチェック（志賀、福島第一、第二、東海第二、伊方、東海再処理）

14 Ｂサブグループ会合翠川三郎（東工大院教授） 〃（東通、女川、泊、玄海、川内、六ヶ所再処理）

15 Ｃサブグループ会合纐纈一紀（東大教授） 〃（敦賀、もんじゅ、美浜、大飯、高浜、島根）

耐震安全性評価特別委員
会

16
入倉孝次郎（愛知工大客員
教授）

・既設原子力施設の耐震安全性の確認等。
・新潟県中越沖地震により東京電力㈱柏崎刈羽原子力発電所の施設が受けた影響につい
ての詳細な確認及びその健全性の評価。
・「原子力発電所の地質、地盤に関する安全審査の手引き」の改訂に向けた検討。

17
地震・地震動評価委
員会

佃栄吉（産業技術総合研究
所）

・耐震安全性評価結果に関する妥当性の確認についての行政庁からの報告に関する事項
のうち、地震・地震動の評価に関する事項。
・柏崎刈羽原子力発電所における平成19年新潟県中越沖地震時に取得された地震観測
データの分析及び基準地震動に係る報告等の評価。

18
地震動解析技術等作
業会合

－ 地震動の解析技術等

19
施設健全性評価委員
会

秋山宏（東大名誉教授）

・新潟県中越沖地震により東京電力㈱柏崎刈羽原子力発電所の施設が受けた影響につい
ての詳細な確認及びその健全性の評価に関する事項
・耐震安全性の具体的かつ詳細な評価結果に関するその妥当性の確認についての行政庁
からの報告に関する事項のうち、施設の健全性の評価に関する事項

20 ＷＧ１ 釜江 克宏（京大教授）
新耐震指針に照らした既設発電用原子炉施設等の耐震安全性評価（中間報告等）の審議状
況（浜岡、福島第一、第二、東海第二、女川、東海再処理）

21 ＷＧ２ 奥村 晃史（広大院教授） 〃（もんじゅ、敦賀、美浜、大飯、高浜、志賀、泊）

22 ＷＧ３ 山岡耕春（名大院教授） 〃（島根、玄海、川内、伊方）

23 ＷＧ４
山崎晴雄（首都大学東京院
教授） 〃（東通、日本原燃㈱再処理施設及び特定廃棄物管理施設）

24
地質・地盤に関する安
全審査の手引き検討
委員会

入倉孝次郎（愛知工業大客
員教授）

・原子力発電所の地質、地盤に関する安全審査の手引きの見直し
・原子力発電所における地質･地盤調査等のあり方

新潟県原子力発電所の安
全管理に関する技術委員
会

25 代谷誠治（京大教授）

・発電所の運転、保守、管理及びその他安全確保に関する事項の確認、県に技術的な助言・
指導。
・中越沖地震が発電所への影響について解説し、県を通じて県民に分かりやすく伝える。
・小委員会での検討内容を踏まえ、技術的な要請事項を整理して、県に助言。

26
地震、地質・地盤に関
する小委員会

山崎晴雄（首都大学東京院
教授）

・地震や活断層に関する事項について、様々な立場から議論を行い、論点を整理。
・活断層や地震動に対する国の評価結果について、地元の安全と安心の観点から確認。

27
設備健全性、耐震安
全性に関する小委員
会

北村正晴（東北大名誉教授）
・設備の健全性や耐震安全性に関して、様々な立場から議論を行い、論点を整理。
・国の委員会での議論や評価結果等について地元の安全と安心の観点から確認。

原子力規格委員会 28 関村直人（東大院教授）
原子力発電所耐震設計技術規程／指針（ＪＥＡＣ４６０１／JEAG４６０１）制改定案について公
衆審査（8/25～10/24）終了。了承（H20.12.19)

29 耐震設計分科会 原文雄（東大理科大嘱託教授） 〃「既存プラントの耐震安全性評価基準関連」検討。

原子力発電所地震安全特
別専門委員会

30 班目春樹（東大院教授）
原子力発電所の地震に対する「原子力安全」の確保に関してロードマップを作成し，「原子力
安全」の観点よりその見解を社会に発信。

31 地震安全ロードマップWG 関村直人（東大院教授） 各分科会作成のロードマップを元に横通しの整理のため議論、基本的な方向を取り纏め。

32 安全分科会 大橋弘忠（東大院教授）
発電所の安全確保と安全運転の観点からの地震時の対応を定める。（耐震裕度、耐震設
計、地震PSA、重要度分類）

33 構造分科会 岡本孝司（東大院教授）
No.35と協働。機器の耐震設計、評価に関する具体的課題整理と課題解決の方策等。
H19.12.27開催の準備会から２年間の活動予定。H20.5に中間報告取り纏め。

34 地震工学分科会 亀田弘之（京大名誉教授） No.37と協働。地質、地盤、地震動、建屋構造など幅広い分野を網羅。

動力エネルギーシステム部
門

35
中越沖地震の柏崎刈
羽原子力発電所への
影響評価分科会

岡本孝司（東大院教授）
公開情報をもとに以下の項目検討。・ 余裕の考え方、 地震荷重の特徴、 重要度分類、 グッ
ドプラクティスの収集と評価、・ 報道と広報のあり方、・ 技術課題の抽出とロードマップ策定。

原子力発電所の耐震
安全・余裕検討WG

岡本孝司（東大院教授） 上記より引き続き安全裕度の定量化を検討。No.33と協働。

発電用設備規格委員会 36
原子力専門委員会　耐震
許容応力検討タスク

森下正樹（JAEA） 機器設備の健全性評価基準策定に関する技術課題の検討。

日本地震工学会
原子力発電所の地震安全
問題に関する調査委員会

37 亀田弘行（京大名誉教授）
地震PSAの手法を参考に総合的な視点で課題を抽出。 原子力発電所の地震安全に関する
研究課題を網羅的に抽出。各課題を重要度によって層別・整理し、ロードマップ策定。

日本技術士会
柏崎刈羽原子力発電所復
旧状況調査チーム

38 高橋　修（会長）
日本技術士会の４部会（原子力・放射線部会、機械部会、電気電子部会、建設部会）と北陸
支部の技術士有志等による調査。H20年５月、同１２月に調査報告書を公表。

日本機械学会

原子力安全委員会

新潟県

原子力安全・保安
院

総合資源エネル
ギー調査会

原子力安全・保安
部会

日本電気協会

日本原子力学会
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２．健全性評価の方針と展開 
新潟県中越沖地震では、震源に近い柏崎刈羽原子力発電所は震度６強の極めて強い地震に見舞

われたものの、安全上の重要な機器に外見上の大きな損傷は認められなかった。しかしながら、

観測された地震波は設計時に想定された地震動加速度を大きく上回るものであり、重要機器の継

続使用に際して入念に地震影響を検討し、地震後の設備健全性を評価することが不可欠となった。 
本委員会では、平成１９年９月の発足に際し、重要機器を対象に健全性評価を行うこととし、

実機の損傷状況の確認、検査と解析の組合せによる評価フローの検討、想定される損傷モード、

考慮すべき経年事象についての評価を行うこととした。地震後の健全性評価は、機器レベル、系

統レベル、プラント全体での評価と順を追って進められるが、ここでは機器レベルの健全性評価

の方針とその展開に際しての検討事項を示す。 
 
2.1 健全性評価の方針 
中越沖地震に対する設備健全性の評価は、設備点検による評価と地震応答解析による評価を実

施し、それぞれの評価結果に基づく総合評価によって判断するものとし、地震後の健全性評価に

資するデータが不足している場合には、試験によるデータの拡充や実機材の調査・サンプリング

による評価を実施することとした。 
設備点検は、各設備に共通的に実施する目視点検・作動試験等の基本点検、および基本点検の

結果や地震応答解析結果に応じて実施する分解点検・非破壊試験等の追加点検からなる。 
設備点検では、地震による損傷モードに対応した点検を実施する必要があるが、実施に当たり、

遵守すべき関係法令・基準の確認、点検・評価者に必要とされる力量を明確にし、地震による損

傷部位を的確に予測し設備点検に反映できる体制で実施する。 
また目視点検や寸法測定では検出できない塑性ひずみの評価が必要とされる場合には、硬さ測

定、磁気特性などの材質を評価する手法の適用、あるいは最新の知見を用いた評価手法の適用を

検討する。 
地震荷重を受けた機器の健全性評価は、耐震安全上の重要な機器が地震荷重を受けた後も

その機能を維持しており、「止める」「冷やす」「閉じ込める」という安全機能により原子炉施設の安

全性が確保されることを担保することであり、地震荷重により機器が実際に経験した応力状態に基

づいて構造健全性を評価することである。  

この考え方を満たす構造健全性に対する評価基準としては「原子力発電所耐震設計技術指

針」の許容応力状態ⅢASがある。またⅢAS と同等の基準が設計・建設規格や ASME等国内外の
設計用規格・基準に定められており、その適用性を検討する。さらに地震荷重を受けた機器の解

析的評価に当たっては、応答倍率法による簡易評価に加え、最新の知見の反映、弾塑性挙動を考

慮した詳細解析の適用についても検討する。また、今回の中越沖地震の評価は「設計段階におけ

る評価（想定地震に対する評価）」とは異なり、経験した荷重をベースにした評価であるため「設

計段階における評価」のように不確定に対する裕度（荷重の不確定性に対するマージン等）は必

ずしも必要ではない。 
即ち、設計段階では未確定の事象に対する安全の担保を目的に余裕を考慮して許容応力、耐震

基準の設定が不可欠となるが、既存設備の地震後の健全性評価は設計とは以下の点が異なる。 
① 機器の構造や使用されている材料およびその特性（材料強度）が実存する。 
② 地震の観測記録が存在しており、地震動に関する情報も得られている。 
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③ 地震が発生したときのプラントの状態（運転中、定期検査中など）が既知であり、地震時に

作用していた荷重を推定することが可能である。 
④ 損傷の有無、損傷した場合の変形や破損状況など地震後の機器の状態を点検して確認するこ

とが可能である。 
従って地震後の機器の健全性評価では、既知の構造、材料、荷重に関する評価を行うことが可

能であり、設計段階での評価手法における不確定性に起因した裕度に考察を加え、より合理的な

評価方法を追求していく。 
また、新耐震指針により、新たに策定された基準地震動 Ss に基づいて耐震安全性を評価する

際には、「原子力発電所耐震設計技術指針」の許容応力状態ⅣASを適用するとともに、ASME等
国内外の設計用規格・基準の適用性も広く検討する。 
材料強度評価に際しては、日本電気協会の耐震設計技術指針および日本機械学会の発電用原子

力設備「設計・建設規格」「材料規格」で規定された許容応力が適用されるため、地震荷重によっ

て強度などの材料特性に有意な変化がないことを確認することが健全性評価の前提になる。 
その際、地震荷重が材料の機械的特性や疲労寿命に及ぼす影響について明らかにし、関連学協

会規格の評価の保守性を確認することが重要である。 

そこで、地震荷重が材料特性に及ぼす影響について既往の知見を整理するとともに、実機に使

用されている鋼種を対象に、試験の実施によってデータの拡充を図る。 
 

2.2想定される損傷モード 

地震を受ける容器，配管，支持構造等の機器に想定される損傷モードとしては、破断、崩壊、過

大な変形（座屈を含む）、疲労損傷の累積とき裂の発生等が考えられる。一方，国の「発電用原子

力設備に関する技術基準」（以下 技術基準）には，各運転状態における容器，配管，支持構造等

の機器に求められる要件が規定されている。詳細については４章に記すが，技術基準を満足する

ことにより，地震による破断，崩壊などの損傷は防止できる。 

健全性評価の際には経年事象についても考慮する必要がある。経年事象のうち，SCC，減肉な
どは荷重を担う機器の断面積を減少させる可能性がある。これらの影響が有意である場合、健全

性を評価する際には断面積減少を考慮した評価（応力の割増し等）を行う。また、き裂について

は発電用原子力設備維持規格（JSME S NA1-2004）による破壊力学的な評価も併せて行う。照
射や時効により材料特性（Sy、 Su、疲労寿命、KIC等）が変化する場合には、既存の知見など

を参考にその影響を考慮する。 
 
2.3 健全性評価の具体的展開 
平成１９年度は、前項に記した健全性評価の全体方針を定めるとともに、委員による現地視察

結果の反映、検査対象と検査技量、国内外の規格基準と機器継続使用の考え方、疲労評価を補完

する材料試験データ収集、地震応答解析の評価、ボルト締結部の検査有効性、溶接残留応力緩和

の影響などの課題を設定し、６WG（検査WG、評価基準WG、疲労・材料試験WG、動的評価WG、締

結部材評価WG、高経年化WG）を編成して検討した成果を中間報告書として取り纏めた。 
平成２０年度からは新たに有識者を委員に加え、２６名の委員と電力・メーカ他の多数の関係

者により、WG 体制を５WG（評価基準WG、検査 WG、疲労・材料試験 WG、配管振動評価WG、建屋-
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機器連成WG）に再編成し、柏崎刈羽発電所の設備健全性評価と耐震安全評価を技術支援すること

を主目的とした具体的検討に取組んできた。 

また、安全裕度に関する一般への説明性向上が原子力関係者の共通課題となっていることに鑑

み、 WG とは別に「見える化タスク」を設置し、安全裕度に関する考え方の整理、振動可視化モ

デル評価について検討を行った。 

平成２１年度は、柏崎刈羽７，６号機に引き続き、１，５号機について東京電力より適宜、解

析評価と検査結果の報告を受け、機器・配管のサンプル調査の進め方や、非破壊検査等の対象部

位選定に、あらかじめ示された判定基準を満たしていることを確認した。また、地震応答解析に

よる主要機器の発生応力を評価するとともに、機器の疲労寿命は十分な裕度を有していることな

どを確認した。 

また、国や県の審議会動向を注視しつつ関係学協会等との連係を深めながら、関係各方面への

技術情報の発信にも努めきた。平成２２年３月末までの主要な成果公開状況を表 2-1に示す。 
 
2.4 技術成果の体系化・一般化 
地震国である我が国では、原子力発電の耐震安全に関する様々な技術を将来にわたり伝承して

いくことが不可欠であり、技術成果を体系化・一般化しておくことは重要課題のひとつとして位

置づけられてきた。 

さらには、地球温暖化防止対策における中期目標（1990 年基準で 2020 年の温室効果ガス削減

目標25％）達成に向け原子力の設備利用率向上に期待が高まる一方で、将来の地震遭遇により長

期の発電停止を余儀なくされ、代替電力によるＣＯ２排出量を増加させる懸念もまた顕在化しつ

つある。このような状況のなか、原子力産業界では原子力発電が地球温暖化対策で期待される役

割を果たすための諸課題に取り組むこととしており、これまでの条件整備の遅れへの反省を踏ま

えて、予期せぬ地震発生に備え地震後の的確な対応に繋げる検討の必要性が指摘されてきた。 

このため本委員会では本年度より再起動ＷＧを新たに設置し、柏崎刈羽発電所の地震経験から

得た貴重な知見・成果を活用し、地震に遭遇した原子力発電所のプラント再起動に至る点検プロ

セスについてガイドライン素案作成に着手した。また、これと並行して検査ＷＧにおいても、こ

れまでの知見を検査手法ガイドラインとして体系化するための検討に着手した。 
具体的には地震動の大きさと設備の損傷状態に応じて、必要となる設備の点検対象･方法と地

震応答解析の内容等を体系的に整備しておくことにより、地震に遭遇した原子力発電所の合理的

な対応指針となる民間自主ガイドラインを取り纏め、関係者の利便性に供していくことを目標と

している。 
 
 
本報告書では次章以降、本年度の成果を中心に纏めることとし、３章では塑性ひずみの検査、

基礎ボルトの点検など、点検方法と評価結果を中心に、検査WGの成果を纏めた。４章では、配
管系の耐震性に関する評価、振動特性、疲労データ拡充、循環水配管の損傷解析などの成果を纏

めた。５章では、ABWR（柏崎刈羽６，７号 を対象としたRPVペデスタルの弾塑性モデル化手法の

検討経緯を踏まえ，本年度はBWR5型プラント（柏崎刈羽１～５号）に展開した、原子炉本体基礎

部の耐震安全性評価を纏めた。また、6 章では地震後の再起動に関するガイドライン案の検討状
況を取り纏めた。 
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表 2-1 SANE 成果の国等の審議への反映，学協会等での発表実績 

１．国等の審議会への東京電力からの主な報告事項  

項目 主な報告先 報告の概要 

塑性ひずみの測定結果 
・原子力安全・保安院  

・新潟県小委員会 

「予め計画する追加点検」にて硬さ測定に

よる塑性ひずみの検出結果 

ろ過水タンクの座屈試解析結果 
・原子力安全・保安院 

・原子力安全委員会 
ろ過水タンクに生じた座屈の模擬解析 

ＰＬＲ配管のＳＣＣに対する地震の

影響評価  

・原子力安全・保安院 

・原子力安全委員会 

ＰＬＲ配管のＳＣＣに対する地震の影響調

査結果 

基礎ボルトの点検結果 
・原子力安全・保安院 

・原子力安全委員会 
解析方法、強度評価結果 

循環水配管の強度評価 

（H20 年 11 月） 
・原子力安全・保安院 

変形した配管の強度評価結果，累積疲労損

傷評価結果 

６号機 RPV ペデスタルの耐震安全性

評価（H21 年 3 月） 

・原子力安全・保安院 

・原子力安全委員会 

弾塑性モデルを用いた６号機の RPV ペデス

タルの耐震安全性評価結果 

硬さ測定結果，基礎ボルト健全性評価

結果（H21 年 11 月） 
・原子力安全・保安院 

1/5 号機の機器レベルの健全性評価結果と

して報告 

1,5号機RPVペデスタルの耐震安全性

評価（H21 年 12 月） 

・原子力安全・保安院 

 

弾塑性モデルを用いた 1,5 号機の RPV ペデ

スタルの耐震安全性評価結果 

 

 

２．学協会等への発表実績 

 会議 公表概要 

1 
原子力発電所の耐震安全性・信頼性に関する国

際シンポジウム（柏崎市）（H20 年 2 月） 
H19 年度の委員会活動状況 

2 

 

エネルギーフォーラム H20 年 4 月号 

 

H19 年度の委員会活動状況 

3 原技協定例記者懇談会（H20 年 6 月） H19 年度の主たる活動成果と H20 年度の活動計画 

4 
日本原子力学会第２回地震安全特別専門委員

会（東京）（H20 年 6 月） 
H19 年度の主たる活動成果と H20 年度の活動計画 

5 
日本保全学会第 5 回学術講演会（茨城）（H20

年 7 月） 
地震により座屈が生じたろ過水タンクの試解析結果 

6 エネルギーフォーラム H20 年 8 月号 H19 年度の主たる活動成果と H20 年度の活動計画 

7 
非破壊検査協会東関東非破壊検査研究会（茨

城）（H20 年 6 月） 

中越沖地震の概要報告に加えて、SANE 委員会、とくに検

査 WG の活動成果 

8 
日本機械学会 M&M2008 特別フォーラム（滋賀）

（H20 年 9 月） 

委員会活動概要の紹介、低サイクル疲労試験結果、基礎部

や配管の検査方法など 
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 会議 公表概要 

9 
非破壊検査協会秋季講演大会（宮城）（H20 年

11 月） 

ひずみ測定技術や基礎ボルトの検査技術を中心に中越沖

地震後の機器の健全性評価のための検査技術 

10 日本材料学会フォーラム（東京）（H20 年 12 月）
委員会活動概要の紹介、低サイクル疲労試験結果、基礎部

や配管の検査方法など 

11 原技協定例記者懇談会（H21 年 5 月）  H20 年度の主たる活動成果と H21 年度の活動計画 

12 第７回 NDE 国際会議（横浜）（H21 年 5 月） 
硬さ法による塑性ひずみ測定と予ひずみ材の低サイクル

疲労試験結果 

13 日本機械学会 M&M 2009（札幌）（H21 年７月）
SANE 委員会活動概要の紹介（評価基準、点検方法，疲労

強度，RPV ペデスタル弾塑性評価など） 

14 日本機械学会 M&M 2009（札幌）（H21 年 7 月）
低サイクル疲労寿命に及ぼす繰り返し予ひずみの影響な

ど 

15 日本機械学会 D&D 2009（札幌）（H21 年 8 月）
弾塑性モデルを用いた原子炉本体基礎部の変形挙動評価

方法の紹介 

16 SMiRT-20（ヘルシンキ）（H21 年 8 月） 
委員会活動概要の紹介（評価基準、点検方法，疲労強度，

RPV ペデスタル弾塑性評価など） 

17 関西原子力懇談会（大阪）（H21 年 9 月） 
委員会活動概要の紹介（評価基準、点検方法，疲労強度，

RPV ペデスタル弾塑性評価など） 

18 APCNDT2009（横浜）（H21 年 11 月） 
委員会活動概要の紹介（評価基準、点検方法，疲労強度，

RPV ペデスタル弾塑性評価など） 

19 
発電技検 NDE シンポジウム 2009（東京）（H21

年 12 月） 

委員会活動概要の紹介（評価基準、点検方法，疲労強度，

RPV ペデスタル弾塑性評価など） 

20 東北原子力懇談会（仙台）（H21 年 12 月） 
委員会活動概要の紹介（評価基準、点検方法，疲労強度，

RPV ペデスタル弾塑性評価など） 

21 JAEA CCSE ワークショップ（東京）（H22 年１月）
委員会活動概要の紹介、ﾀﾝｸ、循環水配管の損傷評価、RPV

ペデスタル弾塑性評価など 

22 
保全学会 検査･評価・保全に関する連携講演会 

（東京）（H22 年１月）   

地震前後の点検・評価（ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの構築、地震動特性によ

る評価、考慮事項など） 

23 
日本機械学会 耐震問題研究会（東京）（H22

年 3 月）  

委員会活動概要の紹介（評価基準、点検方法，疲労強度，

RPV ペデスタル弾塑性評価など） 

24 
非破壊検査協会 保守検査シンポジウム（東京）

（H22 年 3 月） 

委員会活動概要の紹介（評価基準、点検方法，疲労強度，

RPV ペデスタル弾塑性評価など） 

25 
IAEA 耐震安全ワークショップ（柏崎）（H22 年

3 月） 
地震前後の点検・評価ガｲﾄﾞﾗｲﾝの検討状況 

26 
原子力学会春の大会（水戸） 地震安全特別セ

ッション（H22 年 3 月） 

委員会活動概要の紹介（評価基準、点検方法，RPV ペデス

タル弾塑性評価など） 
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３．地震荷重を受けた機器の検査手法の検討 
3.1 点検・検査に関する基本的な考え方 
 地震荷重を受けた機器の点検・検査（設備点検）は、地震応答解析と共に、機器の健全性評価

の方法の一つとして位置づけられる。 
 設備点検は、設備の運転状態を踏まえた設備の損傷の有無、損傷の程度の確認を行う事を目的

として、各設備に共通的に実施する目視点検、作動試験等の『基本点検』、および基本点検の結

果や地震応答解析結果等に応じて実施する分解点検、非破壊試験等の『追加点検』からなる。 
 本報告書では、設備点検の対象を電気事業法に基づく事業用電気工作物の工事計画書に記載の

ある静的機器、支持構造物を主とし、損傷モードに対応した基本点検、及び追加点検手法を提案

する。また、設備点検実施にあたり遵守すべき関係法令、基準を明記するとともに、点検・評価

者に必要とされる資格、力量について言及する。さらに、地震荷重による損傷部位を的確に予測

し、設備点検に反映できる点検体制についても提案を行う。また基本点検、追加点検の他に、確

実な設備健全性の確認および知見拡充の目的で実施する点検を予め計画する追加点検とし、検査

WGでは、予め計画する追加点検の対象として、地震荷重の影響を受けやすいと考えられる配管・
基礎ボルトとして選定する必要があると提案し、想定される損傷モードとして『変形』と『割れ』

をあげ、それぞれに対する点検方法を提案する。 
 地震荷重の影響評価においては、塑性ひずみの評価、基礎部の健全性評価が要求される場合も

想定される。局所的な変形や表面近傍のみの降伏、交番荷重により変形が復元している場合など

変形が検出し難く、目視点検では損傷（変形）が検出できない可能性があることから、各材質に

対する塑性ひずみを検出する検査手法について検討する必要がある。 
本報告書では、塑性ひずみの測定方法について、実プラントでの作業性も含めた各手法の適用

性評価を実施し、実機における塑性ひずみ検出方法に関する提案を行う。 
基礎部の健全性評価では、地震時により発生が予想される基礎ボルトのき裂を検査する方法に

ついて検討する必要がある。本報告書では基礎ボルトのき裂検査手法の提案を行う。さらに、健

全性を追加確認する方法として締結力確認手法の提案も行う。 
また、知見拡充の観点からひび（応力腐食割れ）がある状態で運転を継続していた配管に対す

る地震影響調査の考え方も示す。 
 
3.2 設備点検の方針 
3.2.1 設備点検の基本方針 
設備点検は、地震応答解析と共に、機器の健全性評価の方法の一つとして位置づけられる。設

備点検は、各設備に共通的に実施する目視点検・作動試験等の基本点検、および基本点検の結果

や地震応答解析結果等に応じて実施する分解点検・非破壊試験等の追加点検からなる。その実施

については以下のとおりとする。 
• 原子炉安全上重要な設備は、基本点検とあわせて地震応答解析を実施する。さらに、基
本点検において異常が確認された設備、および地震応答解析結果において評価基準を満

足しない設備については追加点検を実施する。 
• その他の設備は、設備点検を主体に実施し、基本点検において異常が確認された設備に 
対し追加点検を実施する。 
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また、追加点検結果の妥当性、機器の健全性等を証明する必要がある場合、実機からのサン

プル採取、もしくはモックアップ試験等の実施を検討する。 
 

3.2.2 点検対象設備 
電気事業法にもとづく事業用電気工作物の工事計画書に記載のある静的機器（炉内構造物を

含む）、支持構造物を主とする。また、耐震設計に考慮している支持構造物等については、工

事計画書に記載がない場合も点検対象とする。 
なお、以下の場合は、代表設備または代表部位による点検を実施しても良いこととする。 
• 同一の設備が複数存在する場合。 
• 配管系等、類似設備が多数存在する場合。 

（代表部位の選定においては、設計時の余裕度（算出値と許容値の余裕度等）、仕様、

使用条件等を考慮すること） 
 

3.2.3 関係法令 
設備点検の実施は、保守管理の一環として実施する観点から、「日本電気協会 原子力発電

所における安全のための品質保証規程(JEAC4111)」および「日本電気協会 保守管理規程
(JEAC4209)」に基づき実施する。 
また、点検・判定基準にあたっては、以下の法令・規格基準等を参照すること。これらの参

照法令・規格基準等は最新版（追補を含む）を適用する。 
・電気事業法 
・電気工作物の溶接に関する技術基準を定める省令 
・電気設備に関する技術基準を定める省令 
・発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令 
・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準 
・日本工業規格（JIS） 
・電気学会電気規格調査会規格（JEC） 
・日本電機工業会規格（JEM） 
・日本電気協会電気技術規程（JEAC） 
・日本機械学会発電用原子力設備規格 維持規格 
・発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針 
・日本電気協会軽水型原子力発電所の運転保守指針（JEAG4803） 
・発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針 
・日本電気協会原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601）   等 
 

3.2.4 点検方法策定にあたっての基本的考え方 
点検方法の策定にあたっては、以下を考慮して策定する。 
①各設備の種類、設置方法等から地震時に想定される損傷の形態を分析し、点検手法に

反映させること。 
②現場における点検によって十分に健全性が証明できないと考えられる場合は、適宜サ
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ンプル採取、モックアップ試験等の実施を検討すること。 
③作業員被ばく低減、人身安全等の観点から点検が困難な場合は、合理的な点検を策定

すること。 
 

3.2.5 地震荷重により想定される損傷形態 
各設備が地震荷重を受けたことよって発生する損傷として、部材の変形・破断・割れの発生、

締結部のガタ・はずれ、保温材の変形・はく離、塗装のはく離などを想定する。 
 

3.2.6 点検方法の策定 
(1) 各機種における点検方法 
各設備が地震荷重を受けたことを考慮し巡視点検を実施するとともに、地震荷重の影響が及

ぶ可能性のある部位に着目した点検を行う。その際、機種ごとに要求機能の整理と、各部位へ

の地震荷重による損傷要因の想定を行ったうえで、要求機能の喪失に至る各部位の損傷形態を

整理し、それぞれの損傷形態に応じた点検手法を選定する。基本点検、追加点検の概要を整理

して下記に示す。 
 

a. 静的機器（炉内構造物を含む） 
配管、熱交換器等には耐圧、強度等の機能が要求されており、地震荷重による変形、割

れ等の発生が想定される。これらの機能の確認には、外観の確認（保温材の変形・はく離

の確認を含む）や通水状態における漏えい試験等が有効である。 
１） 基本点検：目視点検、漏えい試験等 
２） 追加点検：非破壊試験、塑性ひずみ測定、分解点検等 
 

b. 支持構造物等 
耐震設計に考慮している支持構造物等は、主に機器基礎部、支持脚、静的レストレイン

ト、動的レストレイント等から構成され、これらには、構造、強度等の機能が要求されて

いる。地震荷重により支持構造物本体の変形等やコンクリート定着部等の損傷（基礎ボル

トの損傷、コンクリートの割れ、塗装のはく離等）が想定されるが、これらの確認には、

変形や移動痕等に対する外観上の確認が有効である。 
１） 基本点検：目視点検、打診試験等 
２） 追加点検：非破壊試験、低速走行試験等 

なお、動的レストレイントについては走行試験もしくは分解点検を行う。基礎ボルトな

どボルト締結部の点検にあたっては、変形、破損を確認するとともに必要に応じトルク確

認などにより締結力が喪失していないことを確認する。また評価対象部の選定にあたって

は、せん断力を受ける部位では緩みの点検、引張応力が高い部位では非破壊試験による点

検を考慮すること。 
 

c. その他 
• 基本点検の実施が困難な設備は、当該設備の追加点検、類似仕様の他設備の基本点検
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または追加点検結果、ないしは地震応答解析結果等を以って代替点検としても良い。 
• 点検の結果確認された設備の損傷事例を踏まえ、適切な点検手法を策定すること。 
 

(2) 評価方法 
設備点検の手順および判定基準は、保守点検等において用いられる規格・指針等（表-3.2-1
参照）を準用して策定するが、準用が困難である場合には技術的に妥当であると確認されたも

のを採用するなど、各点検対象設備ごとに手順および判定基準を適切に策定しても良い。 
 

表-3.2-1 各点検・評価方法の判定基準例一覧 
点検手法 手順および判定基準 

目視点検 ・日本機械学会発電用原子力設備規格 維持規格 VT-3     
・JIS Z 3090 溶接継手の外観検査方法 
・NDIS 3414 目視試験方法 
・NDIS 3415 設備および装置の点検方法            等 

漏えい試験 ・日本機械学会発電用原子力設備規格 維持規格 VT-2      等 
作動試験 ・定例試験実施時の値 

・定期事業者検査等の機能・性能試験における手順および判定基準   
・軽水型原子力発電所の運転保守指針（JEAC4803）        等 

機能確認試験 ・定期事業者検査等の機能・性能試験における手順および判定基準  等 
分解点検 ・定期事業者検査等の分解検査における手順および判定基準     等 

 
(3) 実施者・評価者の技量・力量 
点検、検査を実施・評価する者は表-3.2-2に示す技量、力量を有する者とする。 
 

表-3.2-2 点検、検査の実施・評価者に要求される技量、力量 
点検方法 技量、力量 
目視点検 • NDIS 3413 「非破壊試験技術者の視力及び色覚の試験方法」にて準用される、

JIS Z 2305「非破壊試験－技術者の資格及び認証」にて非破壊試験員に要求され
る近方視力の確認を行う等、視力に問題のない者とする。 

• 業務経験年数、社内認証、教育・訓練受講履歴等、適切な力量を有する者とする。
非破壊 
試験 

実施する非破壊試験に対して、以下の資格、技量を有すること 
• NDIS 0601「非破壊試験技術者技量認定規定」2種以上 
• JIS Z2305「非破壊試験－技術者の資格及び認証」レベル 2以上 
• 上記資格と同等の技量を有すること 

 
(4) 体制 
点検・検査を実施・評価するにあたり、実施者・評価者は、地震荷重によって影響を受け破

損しやすい箇所等を把握可能な設計者に意見を求めることが可能な体制とする。 
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3.2.7 予め計画する追加点検（サンプル調査）の考え方 
基本点検にて異常が確認された場合あるいは地震応答解析の結果から追加点検を実施する

ものとしたが、これ以外にも基本点検と地震応答解析による評価により、十分に健全性の確認

が可能であるものと考えられるが、より確実な設備健全性の確認および知見拡充の目的で実施

する点検を予め計画する追加点検とする。検査WGでは、予め計画する追加点検の対象として、
地震荷重の影響を受けやすいと考えられる配管・基礎ボルトとして選定する必要があると提案

した。配管に対しては、有意な変形や割れが無いことを確認するための詳細目視点検、浸透探

傷試験（または磁粉探傷試験）を中心とし、配管内面の割れの有無を確認するための超音波探

傷試験を行う。また地震荷重による疲労強度に影響を与える塑性ひずみ発生の有無の確認を行

う。基礎ボルトに対しては、緩みの確認、ネジ部のき裂発生有無の確認を行う。考慮すべき損

傷は、変形・割れであり、それぞれの考え方は以下の通りとする。 
 

(1) 変形 
変形に対しては、詳細目視点検、塑性ひずみ測定を実施する。配管の詳細目視点検は、日本

機械学会発電用原子力設備規格 維持規格 VT-1試験に準拠し、実施する。 
また実施にあたっては、検査者の技量、力量、規格を勘案すること。有意な変形が検出され

た箇所は、硬さ・寸法測定、割れに対する非破壊試験を実施する。 
地震荷重により生じた変形量、塑性ひずみの評価を行う場合、硬さ測定結果あるいは最新の

技術を用いた測定結果により実施しても良い。測定された結果は、材料試験結果等と比較し、

疲労強度などへの影響を評価する。 
 

(2) 割れ 
a. 表面検査 
表面検査が実施可能な場合は、詳細目視点検、浸透探傷試験等の表面検査を実施する。

配管詳細な目視点検は、日本機械学会発電用原子力設備規格 維持規格 VT-1試験に準拠
し、実施する。 

b. 体積検査 
表面検査が実施できない部位、内部の検査を必要とする部位、あるいは内表面を確認す

る部位では、超音波探傷試験など体積検査による検査を実施する。 
c. サイジング 
体積検査の結果、割れ等の欠陥が検出された部位については、サイジングを行い、欠陥

の大きさを定量化する。 
 

(3) 機能確認試験 
詳細目視点検、非破壊試験が不可能な部位等については、解析による評価とあわせて、

耐圧・漏えい試験などによる機能確認試験により健全性を評価する。 
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(4) 評価 
変形、割れが機能に及ぼす影響の評価を行う。機能に影響がある場合には補修、補強、取替

などの対策を検討する。機能に影響が無いと判断された場合は検出された割れに対する維持規

格を適用した評価について検討する。 
 

(5) 塑性ひずみ検出方法の考え方 
地震荷重が加わったことにより、部材の破断延性の低下や疲労強度の低下が生じる可能性が

ある。また局所的な変形や表面近傍のみの降伏、交番荷重により変形が復元している場合など

変形が検出し難く、目視点検では損傷（変形）が検出できない可能性もある。このため、各材

質に対する塑性ひずみを検出する検査手法の調査・検討を行う。 
また、目視点検で評価不可能な微小変形を評価する必要がある場合には、上記検査手法の適

用を検討する。 
 
3.3 検査手法の検討 

 前節より、詳細な目視点検、浸透探傷試験、基礎ボルトのトルク確認試験、超音波探傷試験

及び塑性ひずみ測定が行われることが想定される。そのうち、塑性ひずみ測定と基礎ボルトの

超音波探傷試験（以下、基礎ボルト UT と略す。）については、現場での適用性を検討する必

要があるため、手法の選定、性能・特性調査の検討を行った。 

 

3.3.1 塑性ひずみ測定方法の検討 
3.3.1.1 塑性ひずみ測定方法の調査 

 配管が地震荷重を受けた場合、地震荷重に由来する応力は曲げモーメントによる応力が支配

的になる。そのため、塑性変形が発生した場合、配管表面に変形が発生する。従って、配管表

面から得られる情報を用い塑性ひずみを評価する方法について調査を実施した。その際、実機

で直接測定し評価が可能であることを条件に調査を実施した。調査の結果、塑性ひずみを評価

する方法は以下に分類された。 

 

・ 材料表面の硬さから塑性ひずみを評価する方法 

・ 材料表面の組織変化から塑性ひずみを評価する方法 

・ 材料表面の相変態から塑性ひずみを評価する方法 

・ 材料表面の応力状態等から塑性ひずみを評価する方法 

 

(1) 材料表面の硬さから塑性ひずみを評価する方法 
塑性変形により生じる加工硬化を検出することにより、塑性変形を受けた履歴の有無を推定

できる可能性がある。材料表面の加工硬化を検出する手法として、反発式硬さ計、ポータブル

ビッカース硬さ計および超音波硬さ計などがある。 

 

(2) 材料表面の組織変化から塑性ひずみを評価する方法 
塑性変形により発生するリューダース帯やすべり線を観察することにより、塑性変形を受け
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た履歴の有無を推定できる可能性がある。リューダース帯の観察は目視で可能であるが、地震

時の表面が鏡面状態であることが前提となる。また、すべり線の観察は地震後の試験部表面を

鏡面に仕上げ、エッチングを行い、ポータブルタイプの光学顕微鏡を用いて直接観察する方法

と、試験部表面をレプリカに転写し、実験室の光学顕微鏡や走査型電子顕微鏡を用いて観察を

行う方法がある。更に、塑性ひずみによりエッチング速度が変化する特徴を利用し、エッチン

グの色調を観察する方法がある。 

 

(3) 材料表面の相変態から塑性ひずみを評価する方法 
オーステナイト系ステンレス鋼では塑性変形が生じるとマルテンサイト変態を生じる。その

マルテンサイト変態を検出することで塑性変形を受けた履歴の有無を推定できる可能性があ

る。材料表面のマルテンサイト変態を検出する手法として、フェライト測定法、渦電流探傷試

験及びＸ線回折法などがある。 

 

(4) 材料表面の応力状態等から塑性ひずみを評価する方法 
塑性変形を受けた場合、材料表面の格子定数、磁気的特性あるいは超音波伝播特性などが変

化する可能性があり、これらの特性の変化を検出することで塑性変形を受けた履歴の有無を推

定できる可能性がある。材料表面の格子定数を測定する方法として、ポータブルタイプのＸ線

回折装置を用いたＸ線回折法がある。また、材料表面の磁気的特性あるいは超音波伝播特性な

どの変化を検出する方法として、磁歪法、バルクハウゼンノイズ法及び音速比法などの方法が

ある。 

 

3.3.1.2 塑性ひずみ測定方法の実証試験と選定 

塑性ひずみ測定方法の選定では、現場での作業性、装置等の準備、および健全性評価上要求   

される残留応力や塑性ひずみの検出性などの性能をもとに現場調査に有効な手法について検討

する必要がある。そのため、直接測定法（Ｘ線回折法、形状レプリカ法）以外の各種測定方法

について検出限界、測定範囲、測定精度および材料間のバラツキについて評価を行うための実

証試験を実施した。実証試験を実施した測定方法、およびその結果を表3.3-1に示す。また、

実証試験の詳細な試験方法、試験結果を添付3-1に示す。 

実証試験の結果、硬さ測定が塑性ひずみとの相関が最も良いことが確認され、有効な手法で

あることが確認された。音速比法（垂直法）も一部課題があるがフェライト鋼では塑性ひずみ

との相関があることが確認された。その他の方法は、信号変化が弾性範囲内の変化と同等であ

るか、信号変化が認められず、塑性ひずみの検出には検討を要する結果となった。 
以上より、地震荷重による塑性ひずみ発生の有無を評価する測定方法は、硬さ測定と音速比

法（垂直法）が有効と考えられる。なお、音速比法は塑性変形の方向が予め分かっている必要

があること、オーステナイト系ステンレス鋼には適用できないこと、硬さ測定法ではポータブ

ルビッカース硬さ計の値が、通常のビッカース硬さ計の値に近かったことから、現地における

塑性ひずみの測定は、硬さ測定を主とした方法を提案した。さらに、その他の方法（反発式硬

さ計、超音波硬さ計、音速比法）は、補助的方法として使用し、補助的方法の測定結果を組み

合せた総合的な評価を推奨した。 
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表3.3-1 現地における塑性ひずみの発生有無の調査への適用性検討結果の纏め表 

フェライト鋼 オーステナイト系

ステンレス鋼 

 手法 

炭素鋼 低合金鋼 SUS304 SUS316 

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾋﾞｯｶｰｽ ◎※１ ◎※１ ◎※１ ◎※１ 
反発式 ◎ ◎ ◎ ◎ 

材料表面の硬さから塑性ひ

ずみを評価する方法 

硬さ測

定 

超音波 ◎※２ ◎※２ ◎※２ ◎※２ 
材料表面の組織変化から塑

性ひずみを評価する方法 

表面金相（ﾚﾌﾟﾘｶ法） × × × × 

ﾌｪﾗｲﾄｽｺｰﾌﾟ － － △ × 材料表面の相変態から塑性

ひずみを評価する方法 

ﾏﾙﾃﾝｻｲﾄ

検出 ﾏﾙﾁｺｲﾙ型(ECT) － － △ × 
垂直法 ○ ○ △ △ 音速比 

表面波法 △ △ △ △ 
磁歪法 △ △ △ △ 

材料表面の応力状態等から

塑性ひずみを評価する方法 

ﾊﾞﾙｸﾊｳｾﾞﾝﾉｲｽﾞ法 △ △ △ △ 
※１；ビッカース硬さ計の値に最も近い。 

※２；他の硬さ測定法に比べて表面粗さの影響を受けやすい。 

記号の意味  ◎；塑性ひずみと相関が確認される。 ○；信号の変化が確認される。 

△；信号の変化が確認される（但し、塑性ひずみの検出には検討を要する）。 

×；試験範囲では明確な変化が認められなかった。 

 
3.3.1.3 実機測定における検討 
実証試験の結果、硬さ測定が塑性ひずみとの相関が良く、現場適用に最も適している結果とな

った。しかしながら、実証試験と実機測定では、測定の前提条件等が異なるため、実際の評価に

当たっては、様々な要因が測定値に影響を与えることが考えられる。そのため、硬さの測定値に

与える要因について検討を実施した。また、地震荷重による塑性ひずみの発生を評価するにあた

り、評価対象部位の選定方法、評価方法、測定限界についても検討を実施した。さらに、疲労強

度との関係、測定箇所の合理化についても検討を実施した。その結果をまとめ、添付の附属書A：
塑性ひずみの検出・測定要領を作成した。 
 
3.3.2 基礎ボルトの欠陥検出方法の検討 

3.3.2.1  基礎ボルトの健全性確認法 

基礎ボルトが地震荷重により損傷を受けた場合は、ネジの谷部に応力集中が発生すると考え

られる。したがって、ネジ部表面に割れによる欠陥発生がないことを確認することによって基

礎ボルトの健全性を確認できると考えられる。基礎ボルトの健全性を原子力発電所の機器に据

付、固定された状態で確認する方法として、垂直探傷法が考えられる。 
垂直探傷法は、原子炉圧力容器スタットボルトの超音波探傷試験に適用されている手法であ

り、基礎ボルトの欠陥検出に有効な手法と考えられる。しかし、基礎ボルトの中には、スタッ 
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トボルトより長いボルトや口径の小さいボルトなどがあるため、現地での測定に適用する場合は

基礎ボルトネジ部の欠陥の検出性能・検出限界を確認し、適切な基準感度校正方法と探傷感度の

検討を行なう必要がある。これらについて適用性の検討を進めた。 
 
3.3.2.2 き裂検出性能・特性の検討 

 基礎ボルトのネジ部の表面欠陥について超音波探傷技術の垂直探傷法による検出性能・検出限

界を調査し、適切な基準感度校正方法と探傷感度の検討を行った。その結果をまとめ、添付の附

属所B：植込みボルトの超音波探傷試験要領を作成した。 
 

3.3.3 基礎ボルトの締結力確認方法の検討 

東京電力が実施した基礎ボルトの基本点検では地震荷重により基礎ボルトで固定している機

器の移動が発生していないことの確認を目的に、目視点検及び打診試験を実施している。基本点

検はすべての機器を対象に実施し、目視点検により機器のずれやナットの回転などがないことを、

打診試験によりナットのガタつきがないことを確認することで、ほとんどの機器について締結状

態に異常がないことを確認している。 

本ＷＧでは前節に示すように、地震荷重による基礎ボルトの健全性への影響を確認するため、

選定された代表機器の基礎ボルトを対象に、欠陥発生の有無を超音波探傷試験により確認するこ

とを提案した。また、更なる健全性の確認方法として基礎ボルトの軸力が確保されていればネジ

部の欠陥発生の可能性は少ないと考えられることから、超音波探傷試験と同様な追加点検として、

ボルト締結力の維持の確認を目的としたトルク負荷により確認する方法を提案した。 
 

○基礎ボルトのトルク確認実施要領 

基礎ボルトは機器基礎部を所定の位置に保持することを目的としており、配管フランジを締

結するボルトのように所定の軸力を確保することは設計上考慮していない。そのため建設時の

締付トルクの施工管理値は、施工上の目安として定めたものである。そこで、基礎ボルト健全

性は、締結機能が喪失していない、すなわち残存トルクが存在し緩め側に回転しないことをも

って確認する。（添付の附属書C：基礎ボルトのトルク確認要領を作成した。） 
 
3.4 ひび（応力腐食割れ）を有する配管の地震影響調査結果 
 検査WGでは、ひびを有する配管の地震影響として、ひびの進展・ひび先端の塑性領域の変化
等、ひび先端の状態が変化している可能性があることを示した。また、地震影響を評価するため

配管からひび部を切出し断面観察する際の考慮事項として以下を提案した。 
• 配管切断前に実施できる調査（超音波探傷試験等）は事前に実施しておく。 
• （必要に応じ配管切断後）地震による新たなひび発生の有無を確認する。 
• ひび部は、破面観察を行い、ひび先端に地震による進展があるか確認する。また、開

放面が地震の交番荷重により潰されていないかを確認する。 
• ひび先端の微小硬さ分布の確認をする。 

 
 この提案を受け、ひびがある状態で地震荷重を受けた柏崎刈羽原子力発電所 3号機 原子炉再
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循環系配管のひび部の点検・調査が行われた。検査WGでは調査結果の報告※１を受け、上記提案
事項の確認を行い、ひびに対する地震の影響が極めて小さいことを確認した。 
 
※１ 東京電力 新潟県中越沖地震による地震の影響評価について 

柏崎刈羽原子力発電所３号機 原子炉再循環系配管のひび部の点検・調査結

果について 
 http://www.tepco.co.jp/cc/direct/08060501-j.html 
 
 
 
 
 
3章のまとめ 
 
地震荷重を受けた機器の点検・検査の基本的考え方を示し、点検・検査（設備点検）が、地震

応答解析と共に、機器の健全性評価方法の一つとして位置づけた。 
 設備点検は、各設備に共通的に実施する目視点検等の『基本点検』、および基本点検の結果や

地震応答解析結果等に応じて実施する非破壊試験等の『追加点検』からなる。また、設備点検実

施にあたり遵守すべき基準等を明記するとともに、点検・評価者に必要とされる資格、力量につ

いて言及した。予め計画する追加点検については、地震荷重の影響を受けやすいと考えられる配

管、基礎部に想定される損傷モードとして『変形』と『割れ』をあげ、それぞれに対する点検方

法を提案した。 
地震後の健全性評価の一環として、塑性ひずみの測定方法についても検討を実施した。検討に

おいては、実プラントでの作業性も含めた各手法の適用性評価を実施するとともに、塑性変形を

与えた試験片を用いて試験を実施し、適用手法の絞込みを行った。その結果、硬さ測定を主とし、

補助的方法（反発式硬さ計、超音波硬さ計、音速比法）の測定結果を組み合わせた総合的な評価

を推奨した。なお、塑性ひずみ測定方法について、実機適用に当たっての課題を整理し、その対

応案、及び地震による塑性ひずみの発生有無を評価する手法について提案を実施した。また、機

器基礎部の健全性を評価する手法について検討を行い、締結力確認のためのトルク測定方法、基

礎ボルトのき裂発生有無確認のための超音波探傷条件について提案を行った。 
これまで検討してきた各設備に共通する点検方法・判定基準、点検・評価者に必要とされる資

格・力量をベースに地震発生後の点検手法の素案の検討を実施した。また、塑性ひずみ測定要領、

基礎ボルトの超音波探傷試験といった個別技術については附属書として整理した。 
本WGで検討を実施した硬さ測定による塑性ひずみ評価方法、及び機器基礎部の健全性評価手

法は、東京電力が柏崎刈羽原子力発電所 1号機・5号機・6号機・7号機で実施した予め計画する
追加点検に反映された。また、応力腐食割れを有する配管に対する地震影響調査についても追加

点検に反映された。本WGでは東京電力が実施する上記追加点検に対して、現場確認、及び点検
結果の確認を行い、点検が適切に行われていること、点検結果に異常がないことの確認を行った。 
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４．配管系の耐震性評価 

 現状、国内には地震後の設備・機器や建屋・構築物の健全性評価に適用される点検の方法は参

考にすべき事例がなく、必要な基準なども整備されていないため、地震後の健全性評価は点検と

解析を組み合わせて評価することとしている。新潟県中越沖地震の柏崎刈羽原子力発電所におけ

る地震動は設計時に想定していた地震動を上回るものであったことから、点検の結果では損傷が

認められていないが、解析の結果は変形を残す可能性があるような力が加わったことを示す場合

が予想される。これは、現行の原子力発電所耐震設計技術指針(1)（JEAG4601-1991追補版 以下、

JEAG4601）による配管の設計評価手法は保守的であり余裕を大きくみこんでいることに一因があ

ると思われる。 

 一方、地震後の機器の健全性評価では、①使用されている材料が確定していること、②地震動

に関する情報が得られていること、③地震時のプラントの状態（運転中、定期検査中など）が既

知であることが設計とは異なる。さらに点検による詳細評価や機能確認試験が可能であることか

ら、地震後の機器の健全性評価においては、設計時のように不確定に対する裕度（荷重の不確定

性に対するマージン等）は必ずしも必要ではない。従って、地震後の機器の健全性評価、継続使

用の判断にあたっては、本来は設計用であるJEAG4601に代わる規格・基準を整備することが望ま

しく，また確定した情報を用いる評価に加え，評価方法，評価基準についても最新の知見を活用

することが望まれる。 

 そこでSANE委員会では，地震後の機器・配管の健全性評価の課題について，各WGにて検討を

実施している。評価基準WGでは，最新の知見を反映した健全性評価方法，評価基準を作成すべく，

地震による損傷モードを踏まえ，配管の有する耐震強度の実力値の試験結果などを参考に，ASME

規格など最新の規格の適用性を検討している。また配管振動評価WGでは，配管設計に関する保守

性の一つである配管減衰定数について調査を行い，合理化のための課題を整理した。同時に減肉

を有する配管の強度試験、振動試験の結果などから配管の耐震裕度に関する文献調査を実施し，

配管の耐震裕度に関する検討を実施している。 

これらの健全性評価方法，評価基準の検討に加え，地震による材料特性への影響の有無を検討

するために，疲労・材料試験WGでは，繰り返し予ひずみを与えた材料の低サイクル疲労試験を行

い，設計疲労曲線を用いた疲労累積係数による評価の信頼性向上に向けたデータの拡充を進めて

いる。 

本章では，評価基準WG，配管振動評価WG，疲労・材料試験WGの今年度の活動成果について記

すとともに，評価基準WGで検討した循環水配管の健全性評価事例について紹介する。 

 

４．１ 配管健全性評価手法の整備・検討 

評価基準WGでは、地震後の機器の健全性評価、継続使用の判断のための配管耐震性評価手法、

基準に関する検討を実施している。この検討においては、ASME規格のような余裕の適正化を図っ

た規格の適用(2)、配管の弾塑性挙動試験、FEM による弾塑性解析評価(3)等の最近の知見を踏まえ

て、一段と合理的な地震後の配管耐震性評価のための新評価手法を検討することを目的とする。 

4.1.1 健全性評価手法の整備方針と検討課題 

評価基準 WG では、発生応力に占める地震力の割合が比較的高い配管を対象に、地震後の健全

性を評価して継続使用の判断をするための「配管耐震性評価手法」（以下、新評価手法）を検討し

ている。H20年度までの検討の概要を以下に示す。 
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地震後の配管の継続使用については、詳細点検による評価、機能確認試験により異常が認めら

れていないことに加え、地震応答解析により以下の２つの条件が満足されていることを判断の基

準とした。 

（１） 評価対象配管の形状や材料物性が地震後にも設計時の想定範囲内にあり、実測された

地震動に対して健全性が確保されていること 

（２） 継続使用した場合に耐震設計が要求する耐震安全性が確保されること 

このうち、（２）の耐震安全性の評価は未確定のSs地震に対して実施する評価であり、設計と同

等の裕度を想定するため、ここでは既存の耐震設計規格（JEAC4601 のⅣAS
(4)、ASME規格のLevel 

D(2)）を使用することとした。 

（１）の健全性の評価においては、地震動、機器の構造などは確定した情報を用いて地震応答

解析を実施することとした。地震後の配管の健全性は、設計で要求される機能が担保されている

ことが前提となるため、地震応答解析の結果で以下の状態が満たされることによって、健全であ

ると判断できる。 

① 地震後に配管系全体に及ぶような塑性変形や，機能を損なうような過大な変形が生じる応力
が発生していないこと 

② 地震後に局所累積ひずみが発生していないこと、もしくは局所累積ひずみが発生していても
十分に小さいこと 

健全性評価の判断基準としてはJEAG4601のⅢASあるいはASME規格のLevel Cに規定された許

容応力がある。これらは機器・配管が概ね弾性状態にあること，終局状態に一定の裕度を有しか

つ累積ひずみがほとんど発生しない状態にあることを踏まえて許容応力を設定している。従って、

発生した地震に対しては、地震後の詳細点検による評価、機能確認試験による評価に加え

JEAG4601 のⅢAS あるいはASME 規格のLevel C の許容応力を満たすことにより地震後の健全性は

確保されていると判断できる。 

地震後の設備の継続使用にあたっては、発生した地震に対して健全性が確保されていること、

Ss地震に対する耐震安全性が確保されていることが必要であるが、同時に地震による配管の材質
への影響、特に疲労強度の著しい低下がないことも重要と考えられる。4.3 に示す疲労・材料試

験の結果より、過大な変形がない状態、累積ひずみが小さい状態では疲労強度の低下が生じない

ことが確認されていることから、上記①、②が満たされることにより、疲労強度に及ぼす影響は

十分小さいと判断でき、疲労累積係数を用いた通常の疲労損傷評価法により継続使用の判断が可

能である。 

ASME Level C は JEAG4601 に比べて、１次応力に対する評価法が改訂されている。この合理化

の背景や前提条件などを調査し、国内の設計指針と比較して妥当と判断できれば、ASME Level C

を健全性の評価基準として採用することが可能である。そこで評価基準WGでは，配管を対象に地

震時に想定される損傷モードを踏まえてJEAG4601とASME Level Cの比較を行い，地震後の配管

の健全性評価へのASME Level Cの適用性、すなわち１次応力の合理化の妥当性に対する検討を実

施した。検討結果を参考資料１および参考資料２に示すが，日米で想定される地震の繰返し数の

相違を除けばASME Level Cを用いた配管の健全性評価が妥当であることがわかった。 

ASME Level C の適用性に関する評価に加え、評価基準 WG では、弾塑性解析を用いた評価方法

についても検討を行っている。従来の設計では弾性解析が用いられるが、弾塑性解析を用いた事

例規格（3）も制定され、先進的な解析方法が設計にも導入されている。評価基準WGでは、設計規
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格に取り入れられた弾塑性解析手法も参考にしながら、より実態に即した弾塑性解析法の検討を

実施している。この際、弾塑性解析では応力とともにひずみが解析結果として算出されるため、

地震で発生した応力の評価に加え、ひずみの評価基準についても検討を行う必要がある。具体的

には、進行性変形の抑制、疲労き裂の発生防止が評価項目となることから１次＋２次＋ピーク応

力の評価についてひずみの制限を検討する必要がある。そのため、１次＋２次＋ピーク応力の評

価について検討を実施した。 

 これまでに実施した文献調査，過去の試験データの調査の結果，１次応力の扱いに関す

る ASME Level C の妥当性は概ね検証されていることなどはわかったが，累積ひずみの発生

などを捕らえたデータが少なく，進行性変形の抑制や終局状態に対する裕度の定量的な評

価などについては更なる検討を要することがわかった。 

4.1.2 新評価手法の整備に向けた取り組み 

 前述の課題について検討し，地震後の配管の健全性評価，再起動基準としての許容限界を試

験により確認して地震後の再起動基準用評価手法を構築することを目的に，H21年度から電力共
通研究「地震後の配管等の耐震健全性評価基準の高度化研究」を開始した。この研究では，配管

要素および配管組合せ試験体を用いた動的試験，静的試験を実施してひずみや変形を計測する。

その際，３～１２Sm相当の負荷を与えるが，損傷の有無を観察するだけでなく，累積ひずみの
発生に着目した評価を行い，配管の地震後の健全性評価，再起動のための評価基準の策定に資す

ることとする。電力共通研究の計画について，添付の参考資料３に記す。 
 

4.1.3 新評価手法の構成案と今後の検討事項 

  配管の耐震性に関する新評価手法の構成案を以下に示す。今後，電力共通研究で得られ

たデータなどをもとに，評価基準の策定，評価方法の提案を行い，配管の耐震性評価基準

の作成を目指すとともに，地震後の再起動評価用基準の検討を行う。 
 配管耐震性評価手法の構成案 

（１） 適用 

（２） 一般要求事項 

（３） 用語・記号の説明 

（４） 地震による慣性荷重に対する評価 

（５） 地震による支持点の相対変位（アンカーモーション）に対する評価 

（６） 自重に対する評価 

（７） 疲労の評価 

（８） 弾塑性挙動を考慮した配管耐震評価法 

 

参考文献： 

(1) 日本電気協会 原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1991 追補版 

(2) ASME Boiler & Pressure Vessel Code, Sec. III, Division 1 - Subsection NB, Class 

1 Components, Rules for Construction of Nuclear Facility Components (2007) 

(3) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格 事例規格 弾塑性有限要素解析を用いたク

ラス 1容器に対する強度評価の代替規定，JSME S NC-CC-005 

(4) 日本電気協会 原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC 4601-2008 
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＜参考資料１＞ 想定すべき損傷モードと規格・基準の対応について 

 

地震が有する繰返し特性を勘案すれば，機器に生じうる損傷を，（ａ）著しく高い地震荷重が作用する

ことによる一過性の損傷，及び，（ｂ）中程度の地震荷重が繰返し作用することによる累積性の損傷，に

分類することもできる．具体的な損傷モードとしては，（ａ）については破断，崩壊，過大変形，座屈等，

（b）としては疲労，進行性変形（ラチェット）等を想定することができる． 

表＜参考１＞－１に，クラス１容器，管，弁，支持構造物に関するこれらの損傷モードと技術基準の対

応を示す． 

 

表＜参考１＞－１ 地震時に想定すべき損傷モードと技術基準*の対応 

損傷モード 技術基準*の条文（関連箇所のみを抜粋） 備考 

一過性

の損傷 

破断（崩壊） 

 

過大な変形

（座屈含む） 

1) クラス１容器，クラス１管，クラス１弁及びクラス１支持構造物に

あっては，運転状態Ⅳにおいて，延性破断にいたる塑性変形

が生じないこと 

2) クラス１容器，クラス１管，クラス１弁及びクラス１支持構造物に

あっては，運転状態Ⅲにおいて，全体的な塑性変形が生じな

いこと．ただし，構造上の不連続部における局部的な塑性変形

はこの限りではない． 

3) クラス１容器にあっては，運転状態Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ並びに試験状

態において，座屈が生じないこと． 

4) クラス１支持構造物にあっては，運転状態Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳにおい

て，座屈が生じないこと． 

 

疲労破壊 

5) クラス１容器，クラス１管，クラス１弁及びクラス１支持構造物に

あっては，運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて，疲労破壊が生じないこ

と． 累積性

の損傷 

進行性変形** 

6) クラス１容器，クラス１管，クラス１弁及びクラス１支持構造物に

あっては，運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて進行性変形が生じないこ

と． 

民間規格改訂にお

いて着目 

（JEAC,ASME） 

耐震性全般 

1) 原子炉設備並びに１次冷却材，２次冷却材により駆動される蒸

気タービン及びその付属設備は，これらに作用する地震力によ

る損壊により公衆に放射線障害を及ぼさないように施設しなけ

ればならない． 

2) 前項の地震力は，原子炉設備並びに１次冷却材により駆動され

る蒸気タービン及びその付属設備の構造並びにこれらが損壊し

た場合における災害程度に応じて，基礎地盤の状況，その地方

における過去の地震記録に基づく震害の程度，地震活動の状況

等を基礎として求めなければならない． 

第５条の解釈におい

て評価手法として

JEAG4601を指定 

*  経済産業省 発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令 2010年2月10日版 

** 進行性変形自体は直接的な損傷ではないが，これを抑制することは適切な疲労損傷評価のための前提 
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 表＜参考１＞－２には，クラス１管に関する想定すべき損傷モードと民間規格（JEAG4601 

補-1984，JEAC4601-2008）の対応を示す．また，日米で想定すべき損傷モードは同じと考

えられることから ASME Sec.Ⅲ-2007 との対応も同表に示す．表より，いずれの規格も全て

の損傷モードに対応していることは明らかであるが，近年の規格の特徴として，荷重等の

条件を従来より詳細に区分した上で，特定の条件下（表中の※１～※５）における制限は

緩和される傾向がある． 

 

 

表＜参考１＞－２ クラス１管に関して想定すべき損傷モードと民間規格の対応 

損傷モード JEAG4601 補-1984 JEAC4601-2008 ASME Sec.Ⅲ-2007 

 

Ds  

① １次応力（膜＋曲げ）の制限）※1

② １次応力（ねじり，曲げ＋ねじ

り）の制限 

 

※1地震以外の短期機械荷重が存

在しない場合，①は評価不要 
一過性の損傷 

・破断（崩壊） 

・過大な変形

（座屈含む） 

 

ⅣAS ，ⅢAS  

 

１次応力（曲げ応力

含む）の制限 

 

 

 

Cs  

① １次応力（膜＋曲げ）の制限 

② １次応力（ねじり，曲げ＋ねじ

り）の制限 

 

累積性の損傷 

・疲労破壊 

・進行性変形 

 

ⅣAS，ⅢAS共通 

１次＋２次＋ピーク

応力の制限 

 

Ds，Cs共通 

１次＋２次＋ピーク応力の制限 

 

D ， C  

①内圧の制限 

②１次応力の制限 

③支持点変位による応力の制限 

 

 

 

D （代替） ， C （代替）※2 

①内圧の制限 

②重量による応力の制限 

③重量と慣性力等による応力の制限※3※4 

④支持点変位による応力の制限※4※5 

 

 

※2 内圧と交番性動的荷重（繰返し数：２０

回以下）だけが作用する場合は代替規

定を適用してもよい 

※3 発生応力算定にB2’係数を適用 

※4 C （代替）の許容値はD （代替）の70％

※5 配管系の特性により，２種類の許容値

を規定 
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＜参考資料２＞ ASME 規格に関する検討 

 

平成２０年度の評価基準ＷＧにおいて，ASME Sec.Ⅲ-2007のレベルCの代替規定の妥当性や導入

された場合の合理化効果について検討がなされた．表＜参考２＞－１の通り，検討課題として８課題を

摘出し，文献調査と再現解析により７課題については妥当と判定された．日米で想定する地震荷重の

繰返し数の違い（課題７）については，レベル C付近の地震荷重にて支配的な損傷モードと予想される

配管の進行性変形の大きさを検討する際の重要因子であることから，中長期的な課題として電共研で

検討されている． 

 

表＜参考２＞－１ ASME Sec.Ⅲ-2007のレベルCの代替規定に関する８課題の検討結果 

課題 検討結果 

１ 
ASME 規格の地震応力取扱方法

の考え方について 

１次応力でも２次応力でもない地震応力に対して，Ｂ2’係数を適用すると

のASMEの考え方には妥当性がある 

２ 
地震荷重と静的な変位制御繰返し

荷重の同等性 

地震による動的加振と静的変位制御荷重の繰返しは同等とみなせる 

（'90年代のJST ﾒﾝﾊﾞｰの成果, ASME PVP 2000 文献） 

３ 

既往試験における 3.15Sm 以下の

発生応力による破断，崩壊発生の

有無確認 

既往電共研で実施されたｴﾙﾎﾞ，ﾃｨｰ等の試験を再評価し，3.15Sm以下の

発生応力が繰返し作用しても，ｴﾙﾎﾞ，ﾃｨｰ等は破断，崩壊しないことを確

認 

４ 
B2'係数に対する NRC の見解（経

緯） 

90年代，NRCはB2'係数を全否定していたが，その後ASMEに大幅譲歩

し，本年4月時点で，地震応力は１次応力でないと認めた 

５ 
Test#37 の試験体に生じた応力の

評価 

・減衰定数１％（日本規格）とした評価では発生応力は約46Sm 

・減衰定数５％（米国規格）とした評価では発生応力は約16Sm 

・いずれもレベルＣ許容値を超えていたことを確認した 

６ 炭素鋼の動的ひずみ時効効果 
地震により，有意な動的ひずみ時効効果が生ずる可能性は低い 

（'90年代のJST ﾒﾝﾊﾞｰの成果, ASME PVP 2005 文献） 

７ 
日米で想定する地震の繰返し数

の違い 

既往電共研で実施されたｴﾙﾎﾞ，ﾃｨｰ等の試験体に生じた累積ひずみを繰

返し数６０回として再評価したが，レベルＣ～Ｄ付近の比較的低めの荷重

条件に関する知見は十分でなかった． 

８ 
短期的代替基準による合理化効

果の試算 

ｽﾃﾝﾚｽ鋼製，600A，Sch.100 のｴﾙﾎﾞに生ずる１次＋地震応力を試算し，

許容値比で約１．２８倍の効果が見込める 
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＜参考資料３＞ 電力共通研究「地震後の配管等の耐震健全性評価基準の高度化研究」の計画 
 
背景及び目的 
柏崎刈羽原子力発電所のように，地震を経験したプラントの再起動評価手法が現状，国内にな

く，保守的に設計用評価手法(JEAG4601-1987)を用いており，設計マージンを含んだ評価となっ
ている。 
建設時とは異なり，対象機器が確定している運転プラントの地震後の再起動評価に際しては，

設計マージンは不要であり，現実的な評価基準を準備することが望まれる。 
地震後の再起動基準としての許容限界を試験により確認するとともに，地震後の再起動基準用

評価手法を構築することを目的とする。 
 
地震後の耐震健全性評価の特徴 
(1)構造及び材料が確認可能 
設計時と異り，対象機器が存在することから既存の構造及び材料物性に対して健全性を評価す

る考え方を採用できる。 
(2)地震荷重を含め作用した荷重が確認可能 
地震時に作用した荷重が確認可能である。 

(3)損傷限界までの裕度が把握可能 
地震を含め作用した荷重が確認可能であり，地震後の損傷限界までの裕度が把握可能である。 
以上より，材料不確定性に関するマージンは不要である。 
 
地震後の健全性 
地震後に継続使用できるか否か判断するために健全性評価を行う際の前提は下記になるものと

考えられる。 
(1)対象施設は、少なくとも当該地震に対して安全機能（地震時に原子炉を止める及び冷やす機能
並びに放射性物質を閉じ込める機能）が確保されていること。 
(2)地震後に継続使用するためには設計時に想定した機器の構造及び材料が維持されていること
が必要。すなわち、有意な変形やき裂発生により形状寸法が変化していたり、ひずみ累積などに

よる物性値の変化（延性の低下，疲労強度の低下 等）が生じていないこと。 
(3)継続使用した場合に、設計時に想定した荷重（通常運転時、異常な過渡変化時及び事故時の荷
重）に対して健全性が確保されること。 （疲れ累積に関しては当該地震の影響を重畳して評価す
ることが必要。） 
以上より，これを担保するためには当該地震において「累積ひずみが有意でない」ことを示す

ことが必要である。 
 
既往研究 
耐震に関する過去に実施された研究として以下がある。下記研究により地震時の配管損傷形態

は低サイクルラチェット疲労であることが確認され，管の許容基準JEAC2008Draft, 2007ASME 
Sec.Ⅲ等の改定に至った。 
・電共研「機器・配管系の地震時許容基準に関する研究(ﾌｪｰｽﾞⅠ,Ⅱ,Ⅲ)」配管要素試験(H8～H10
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年度) 
・NUPEC「原子力発電施設耐震信頼性実証 配管系終局強度」(H10～H15年度) 
・EPRI/NRC等“Piping and Fitting Dynamic Reliability Program”(1985～1992年) 
・FBR配管の耐震性検討；電中研報告書 U92022,U94012,U95017(H4～H7年度) 
これらの研究では、配管系の限界状態の定義として次に示すものが想定されている。 
i) 低サイクルラチェット疲労によるき裂貫通，漏水（局所的なひずみ） 
ii) 進行性過大変形(P-δ効果)（全断面の変形） 

NUPEC H15年度報告書によると，現行の許容基準は主に ii)が支配的となっており，i)に対し
て 10倍程度の裕度を有していることが示されている。しかし，上記研究はいずれも供用状態Ds
を超えて崩壊に至るような高い応力状態の試験であり，これらよりも低い応力状態において支配

的になりうるラチェット現象に着目した評価は十分なされていない。 
 

 
 
これらの試験は，応力が概ね 6Smを越える領域で実施されており，プラント供用状態Ds相当
の設計許容応力の妥当性を示す裏付けとしては有効である。 
 一方，本研究の目指す地震後のプラント再起動の評価基準（供用状態 Cs 相当）としては，累
積ひずみの発生に着目し，Dsの 0.7倍程度の更に低い応力レベルでのデータが必要だが，現状，
これらを示すデータがないこと，過去に実施された試験における累積ひずみ等のデータも残って

いないことから，低い応力レベルでの試験が必要である。 
 
実施事項 
静的試験，動的試験，配管組合せ試験，評価基準案策定のための解析等を実施する． 
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4.2 配管の耐震健全性評価 

 地震に対する健全性評価において、想定すべき損傷モードは延性破断、塑性崩壊、メカニカル

ラチェットによる過大な変形、疲労、座屈などである。過去に電力共同研究や国プロで実施され

た配管の要素試験では、内圧（Sm相当）を受ける配管の地震による損傷形態は，ラチェット変形

（進行性変形）を伴う低サイクル疲労が支配的であることが報告されている(1,2,3)。配管振動評価

WGでは、H20年度に配管減衰定数に関する検討として設計用減衰定数の設定経緯に関する調査を

行い，配管減衰定数の合理化のための課題を整理した。また配管の耐震健全性調査の一環として

減肉配管の低サイクル疲労挙動について調査を行い，減肉を有する配管の強度試験、振動試験の

結果から減肉を有する配管でも高い耐震裕度を有していることを確認した。H21 年度は，引続き

配管の耐震健全性に関する調査を実施し，直管を対象に応力レベルと配管の損傷形態との対比、

ならびに曲管を対象とした減肉形状と損傷形態に関する文献について調べた。文献調査の結果を

以下に示す。 

 

4.2.1 直管の繰り返し載荷試験における応力レベルと損傷について 

 中村ら3,4)は，変位制御の直管の繰り返し４点曲げ試験の結果から、変位と損傷の形態について

検討した。試験には高圧配管用炭素鋼鋼管 STS410（100ASch80）を用い，内圧 11MPa を負荷し，

0.2Hz の正弦波５波を１ブロックとして変位量を±5mm から±95mm まで±5mm 単位で段階的に増

加させた。試験中，周方向の８点についてひずみを計測し，変位量とひずみ範囲，モーメントと

入力変位関係（M-δ関係），残留変形などを計測した。 

 入力変位と配管の変形挙動，損傷状況について，表4.2.1にまとめる。ここで一次応力は，弾

性を仮定して仮想的に求めている。実験結果からは、±20mm（4.2Sm）以上の載荷で配管の M-δ

関係に非線形挙動が観察されたが，外観観察で変化が確認されたのは酸化皮膜のしわが観察され

た±25mm（5.2Sm）以上であった。配管の外径増加は±15mm（3.2Sm）から確認されたが，このと

きの増加量は0.1～0.2mmであった。JIS規格における配管の外径許容誤差以上の変形を外径変化

の判断基準とする場合、許容誤差を上回る変形量が検出されたのは±35mm(7.1Sm)の載荷以降で

あった。き裂が貫通したのは，±95mm（18.9Sm）の入力で５サイクル目であった。原子力発電所

耐震設計技術指針（JEAG 4601，旧基準）6)では一次応力は３Smに制限されているが，３Smでは

配管の一部は塑性化するものの、M-δ関係にはほとんど影響がなく，ほぼ線形関係と考えられる

程度であった。 

本WGで実施した直管の繰り返し載荷試験に関する文献調査結果のまとめを表4.2.1に示す。表

4.2.1より，設計基準は外観上の変化（約5Sm），寸法変化（約7Sm），き裂貫通（約19Sm）に対し

て大きな裕度を有していることがわかる。 

 

4.2.2 局所減肉を有するエルボ配管の低サイクル破損挙動評価 

高橋，安藤ら 7,8)は，様々な形状の減肉が存在するエルボ配管の低サイクル疲労試験を行い，

減肉条件の違いによる破損挙動の解明および破損評価方法について検討を行った。図4.2.1に試

験に供した試験体の形状，配管の材質，減肉位置を示す。試験体は高温配管用炭素鋼鋼管STPT410

であり，外径：114.3mm（100A），肉厚：6.0mm（Sch40）である。試験に供した試験体の減肉の位

置は背部，脇部，腹部のいずれかであり，減肉率（減肉量／板厚）は 0.5 もしくは 0.8，減肉角
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（減肉部の周方向角度）は 90°もしくは 180°である。試験は室温大気中，面内曲げで実施し，

内圧は負荷しなかった。試験の結果，腹部もしくは脇部に減肉が存在し減肉率が大きい場合には

座屈後に周方向き裂が発生して疲労寿命が短寿命となった。背部に減肉を有する場合には，座屈

は発生せず軸方向のき裂が発生し，比較的長寿命を有していた。有限要素解析の結果，き裂の発

生位置は最大ひずみ幅位置であり，き裂進展方向は最大ひずみ幅の方向に垂直であった。 

実験および有限要素解析の結果より，高橋，安藤ら減肉形状と破損挙動を予測し，図4.2.2に

示す破壊評価線図を提案している 8）。図 4.2.2 では，各減肉位置，形状（減肉率，減肉角）と減

肉配管の損傷形態を示しており，各部位において実線で示した減肉率，減肉角より右上に位置す

る場合には座屈が生じ，座屈部に周方向き裂が発生して短寿命になる。一方，左下にある場合に

は座屈は発生せず，軸方向き裂が生じ長寿命である。図4.2.2より，背部に減肉がある場合には

減肉率で 0.6 以上，減肉角で 150°以上でないと座屈は生じておらず，腹部，脇部に減肉が存在

するエルボ配管に比べて高い健全性が維持されていることがわかる。 

 

4.2.3 まとめ 
H21年度，配管振動評価WGでは直管の繰返し載荷試験、ならびに局所減肉を有する曲管の低サ

イクル疲労試験に関する文献調査を実施した。その結果，配管の設計基準は直管の外観変化，き

裂の発生に対して大きな裕度を有していること，局所減肉を有するエルボ配管でも大きな裕度を

有しており特に背部に減肉を有する配管の裕度が大きいこと，などを確認した。これらの調査結

果で得られた情報については，地震後の配管の健全性評価基準の検討などに参考にする予定であ

る。 

 

 

 

 

表4.2.1 入力変位と配管の変形挙動，損傷状況 

入力変位 一次応力 変形挙動，損傷状況 

±10mm 2.2 Sm ・溶接部近傍載荷方向で塑性挙動を示す 

・M-δ関係はほぼ線形 

±15mm 3.2 Sm ・全断面の載荷方向計測点で塑性域に入る 

・M-δ関係はほぼ線形（復元力特性に塑性化の影響なし） 

・外径のわずかな増加（0.1～0.2mm）が観察される 

±20mm 4.2 Sm ・全断面の載荷直行方向以外の計測点で塑性域に入る 

・M-δ関係が若干非線形挙動を示す 

±25mm 5.2 Sm ・±25mm載荷以降で顕著に残留ひずみが累積 

・酸化皮膜（黒皮）の“しわ”が観察された 

±35mm 7.1 Sm ・JISの外径許容差を超える変形が認められた 

±95mm 18.9 Sm ・５サイクル目でき裂貫通 
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図4.2.1 試験体形状，材料特性と減肉位置 

 

  

 

 
図4.2.2 減肉を有するエルボ配管の破壊評価線図 

 

座屈 

短寿命 
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４．３ 配管材の疲労寿命データ拡充 
４．３．１ 疲労寿命データ拡充の基本的な考え方 

地震荷重を受けた機器の健全性評価には、「原子力発電所耐震設計技術指針」（JEAG4601）

や国内外の設計・建設規格などが適用される。これらの規格は設計、建設のための指針、

規格として制定されたものであり、許容応力などは材料規格に規定された耐力や引張強さ

を基準に決められている。したがって設計指針や建設規格を適用して地震後機器の健全性

評価を実施するためには、地震により強度など材料特性に変化（劣化）が生じていないこ

と、あるいは地震による疲労損傷が設計疲労曲線を用いた疲労累積係数により評価可能で

あることが前提となる。 

これまでの検査の結果，中越沖地震により、耐震設計グレードの高い安全上の重要機器

には外観上の大きな損傷（延性破断、塑性崩壊、過大な変形、座屈等）は生じていない。

またこれまでの解析の結果でも、過大な応力は発生していない。そのため中越沖地震に対

する健全性評価としては、疲労に対する評価が重要である。 

中越沖地震で変形や割れが検出されなかった機器でも局所的には塑性ひずみが発生して

いる可能性があるので、健全性評価にあたり、疲労寿命におよぼす塑性ひずみの影響につ

いて検討しておく必要がある。また塑性ひずみが発生した部位では、降伏点など材料強度

が変化する可能性があるため、材料強度に及ぼす塑性ひずみの影響についても調査すべき

である。疲労・材料試験 WG では、塑性ひずみの影響について従来知見を調査するとともに，

実機で使用されている材料を対象に実験による材料データの拡充を実施している。 

 

（1）材料強度に及ぼす影響 

地震荷重の影響を検討するにあたり、材料特性の基準となる降伏点（耐力）や引張

強さなど材料強度について検討を行なう必要がある。 

また地震荷重を受けた機器の詳細解析に必要な、材料の応力－ひずみ曲線について

取得しておくことが望ましい。この際、繰返し負荷による応力－ひずみ特性の変化が

生じることも想定すべきである。 

 

（2）繰返し予ひずみ材の疲労試験 

小川らの研究をはじめいくつかの研究により、予め付与された塑性ひずみ（予ひず

み）を有する材料の高サイクル疲労寿命は上昇することが実験的に知られているが、

飯田らの研究により、予ひずみが大きい場合には低サイクル疲労寿命に影響する場合

があることが知られている。また予ひずみの程度により変化する材料の破断延性や引

張強度をパラメータとする高精度な疲労寿命予測モデルも提案されている。しかしな

がら、原子力機器の構造健全性評価への適用を想定した場合、鋼種や予ひずみ付与方

法の観点から、既存の知見だけでは十分とはいえない。 
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(3) 一方向累積ひずみ疲労試験 
電力共同研究や国プロで実施された配管の要素試験では、内圧（Sm 相当）を受ける

配管の地震による損傷形態は、ラチェット変形（進行性変形）を伴う低サイクル疲労

が支配的であることが報告されている。中越沖地震ではＡ／Ａｓクラスの機器ではほ

とんど変形が生じておらず、ラチェット変形を生じた可能性は低いと考えられるが、

想定しうる損傷メカニズムを網羅し、それら一つ一つに対して健全性を示すためには

ラチェット変形を伴った低サイクル疲労に対する評価も必要である。また、機器の継

続使用に関する判断基準策定に備えて，材料の累積ひずみが負荷繰り返し数とともに

漸増していく条件下での疲労強度特性に関する知見を拡充しておくことは有効である。

そこで、一方向累積ひずみ疲労試験を実施して、進行性変形が生じる場合の疲労寿命

データを充実させることを検討する。 

 

以上の背景から、疲労寿命に及ぼす繰返し予ひずみの影響、累積ひずみの影響を検討す

るために、下記の観点から材料データを拡充する必要がある。 

① 低サイクル疲労領域における現行の疲労線図（設計疲労曲線）を使った疲れ累積

係数評価方法（累積被害側）の妥当性の確認 

② 機器の継続使用にあたって疲労寿命に及ぼす影響が工学的に無視できる繰返し予

ひずみの限界の確認 

③ 累積ひずみが疲労寿命に及ぼす影響と工学的に無視できる累積ひずみの限界の確

認 

 

４．３．２ 従来知見のまとめ 

(1) 疲労寿命に及ぼす予ひずみの影響 

予ひずみが疲労寿命に及ぼす影響に関する文献の調査結果を以下に示す。また、得ら

れた知見を高サイクル疲労および低サイクル疲労領域ごとにまとめ，表 4.3.2-1に示す。 

 

・ 高サイクル疲労領域においては、引張側および圧縮側ともに、予ひずみ量が増加すること

により、疲労寿命は増加する。 

・ 低サイクル疲労領域においては、予ひずみ(繰返し予ひずみ)量が増加することにより、疲

労寿命が低下する傾向が見られる。 

・ しかしながら、予ひずみ量が数%程度の場合，高サイクル疲労領域および低サイクル疲労

領域ともに、予ひずみが疲労寿命に及ぼす影響は無視できる程度である。 
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表 4.3.2-1 高サイクルおよび低サイクル疲労寿命に及ぼす予ひずみの影響に関する従来知見 

鋼種 
高サイクル疲労寿命 

（疲労限度） 
低サイクル疲労寿命 

低合金鋼 
・εpre≦3％で影響小

(1,2) 

（高温水中試験） 
 

炭素鋼 
・εpre≦3％で影響小

(1,2) 

（高温水中試験） 

・表面仕上げなしの場合： 

εpre／εｆ≦0.2で影響小、 
 予ひずみの増大に伴い疲労強 

度減少(8) 

・εpre≦3％で影響小
(9) 

 

オーステナイト系 

ステンレス鋼 

・εpre≦3％で影響小
(1,2) 

（高温水中試験） 

・εpre≦20％でεpre に伴い疲労

限上昇(3) 

・εpre≦20％でεpre に伴い NaCl
水溶液中の疲労限上昇(4) 

・εpre≦20％でεpre に伴い疲労

限上昇(5,6,7) 

 

（ ）参考文献の番号、εpre：予ひずみ量 

 

（２） 疲労寿命に及ぼす一方向累積ひずみの影響 

  疲労寿命に及ぼす累積ひずみの影響としてラチェット疲労に関する文献を調査した結果を以

下に示す。 

・ 炭素鋼（STS410，SGV410，STPA410）の単軸ラチェット疲労試験の結果，累積ひずみが約

30％で若干の疲労寿命の低下がみられ，累積ひずみが 40～50％で疲労寿命は約 1/2 ま

で低下した（10）。 

・ ステンレス鋼（SUS304）では，累積ひずみが 20％を超えると疲労寿命が 1/2以下にまで低下

した（11）。 

・ 予ひずみを含めて寿命の初期に累積ひずみを付与した場合には疲労寿命への影響は小さ

いが，試験期間を通じて徐々に累積ひずみを付与した場合には疲労寿命が大きく低下す

る（12）。 

 

 
４．３．３ これまでの成果 
Ｈ１９年度は静的強度および疲労寿命に及ぼす繰返し予ひずみの影響、疲労寿命に及

ぼす一方向累積ひずみの影響を検討した結果、以下のことが分った。 
(1) オーステナイト系ステンレス鋼(SUS316NG)は、繰返し予ひずみの疲労累積係数の
増大とともに、引張強度が上昇、真破断延性が低下することが分った。しかし、引

張強度は約 1.3倍、真破断延性は約 0.85倍の変化であり、構造強度上での有意な変
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化は認められなかった。 
(2) 低合金鋼(SFVQ1A)は、引張強度、真破断延性に及ぼす繰返し予ひずみの影響は、ほ
とんど認められなかった。 

(3) オーステナイト系ステンレス鋼、低合金鋼において、真破断延性に対する予ひずみ
がεpre/εf≦0.2で材料強度に及ぼす影響は、工学的に無視し得る程度に小さいこと
が確認された。 

(4) オーステナイト系ステンレス鋼(SUS316NG)、低合金鋼(SFVQ1A)共に疲労寿命に及
ぼす繰返し予ひずみの影響は小さく、設計疲労曲線に対し十分な寿命裕度が確保さ

れていることが確認された。 
(5) 一方向に平均ひずみを漸増させた疲労試験の結果、SUS316L材は室温において一方
向累積ひずみが10%程度までは疲労寿命の低下がほとんどないことが明らかになっ
た。また、一方向累積ひずみが20%程度であっても、疲労累積係数は繰返し予ひずみ
疲労試験により得られている変動の範囲内にあることがわかった。 

 

Ｈ２０年度にはＨ１９年度に引き続き主に配管材（SUS304TP、STS480、STPT410、
SFVC2B、SS400）を対象としてデータの拡充を図り、機械的性質および疲労寿命に及ぼ
す繰返し予ひずみの影響を検討した。その結果、いずれの鋼種においても、機械的性質及

び疲労寿命に及ぼす繰返し予ひずみ（UFpre＜0.2程度）の影響は小さく、特に、設計疲労
曲線に対し、十分な寿命裕度が確保されていることが分かった。これらは、平成２０年度

中間報告（平成２１年４月）に報告した。 
 
 
４．３．４ 本年度の成果 
本年度は、昨年度に引き続き、オーステナイト系ステンレス鋼（SUS316NG）とフェラ

イト鋼（STS410、SFVQ1A）を対象として、特に、高温(300℃)条件における更なるデー
タの拡充を図り、疲労寿命に及ぼす繰返し予ひずみ及び平均ひずみ（ラチェット）の影響

を検討した。なお、本成果は日本溶接協会 LCF 小委員会研究（Ｈ２０～Ｈ２２年度）の
一部である。 

 
（１）疲労寿命に及ぼす繰返し予ひずみの影響 
（a）試験方法 

疲労試験に用いた試験片形状を図 4.3.4-1に、試験機を図 4.3.4-2に示す。試験に
は、油圧サーボ疲労試験機（容量 100kN）を用いた。低サイクル疲労試験は直径変
位制御で行い、ロードセル（L/C）によって荷重を、変位計によって試験片直径を
測定した。なお、本試験に用いた砂時計型試験片の軸ひずみε Taxisは、試験片の直径

変化から弾性ひずみを無視して次式で換算した。 
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⎞
⎜⎜
⎝

⎛
⋅−=

0
ln2

d
d

axisTε      (4.3.4-1) 

 

ここで、d0は試験前の直径、dは試験中の直径である。なお、ε Taxisは真ひずみであ

る。 

（b）試験結果 
試験結果を纏めて図 4.3.4-3～図 4.3.4-5に示す。予ひずみ無しの受入れ材の疲労

寿命は、室温と高温(300℃)でほぼ等しいことが分る。図中には、設計・建設規格
の設計疲労曲線(DFC)に一致する繰返し数の予ひずみを与えた後の疲労寿命、疲
労累積係数 UFpreが 0.2になるように繰返し予ひずみを与えた後の疲労寿命をあわ
せて示した。なお、横軸は、次式を用いて計算される予ひずみと疲労試験の疲労

累積係数を加算して，予ひずみ無しの疲労寿命を乗じた等価破損繰返し数である。 
 

f0pre N/NUF = 、 f0fpost N/NUF =    (4.3.4-2） 
 

ここで、Nは塑性予ひずみの繰返し数、Nfは繰返し塑性予ひずみ付与後の疲労寿命、

Nf0は予ひずみ無しの疲労寿命である。 
供試材SUS316NG、SFVQ1A、STS410と試験温度(室温と300℃)に拠らず、疲

労寿命（等価破断繰返し数）に及ぼす繰返し予ひずみ（UFpre＜0.2程度）の影響は
小さいことが分かる。また、設計疲労曲線（DFC）に対し、十分な寿命裕度が確保
されていることが分かる。 
繰返し予ひずみの疲労累積係数(UFpre)と全体の疲労累積係数(UF＝UFpre＋

UFpost)の関係を図 4.3.4-6～図 4.3.4-8 に示す。供試材 SUS316NG、SFVQ1A、
STS410 と試験温度(室温と 300℃)に拠らず、疲労累積係数 UF はほぼ 1であり、
予ひずみ無し材料のばらつきの範囲である。 
従って、地震によって塑性ひずみを伴うような大きな繰返しひずみが実機のよう

な高温(300℃) 運転条件で負荷された場合においても、材料の疲労寿命は疲労累積
係数 UFにより評価することができることが確認された。 

（c）まとめ 
供試材 SUS316NG、STS410、SFVQ1Aを用いて高温(300℃)条件における更な

るデータの拡充を図り、室温と同じく高温においても疲労累積係数(UF)による評価
の妥当性が確認された。 
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図 4.3.4-1 疲労試験に用いた試験片形状 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 疲労試験機の概要        (b) 負荷ひずみのパターン 

 

(c) 試験機及び試験片の外観 

図 4.3.4-2 繰返し予ひずみ付与及び予ひずみ付与後の疲労試験に用いた試験機 
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図 4.3.4-3 オーステナイト系ステンレス鋼鋼(SUS316NG)の疲労試験結果 
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図 4.3.4-4 低合金鋼(SFVQ1A)の疲労試験結果 
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図 4.3.4-5 炭素鋼(STS410)の疲労試験結果 
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図 4.3.4-6 繰返し予ひずみの疲労累積係数と疲労累積係数の関係(SUS316NG) 
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図 4.3.4-7 繰返し予ひずみの疲労累積係数と疲労累積係数の関係(SFVQ1A). 
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図 4.3.4-8 繰返し予ひずみの疲労累積係数と疲労累積係数の関係(STS410) 
 
 
（２）疲労寿命に及ぼす平均ひずみ（ラチェット）の影響 
（a）試験方法 

疲労試験に用いた試験片形状を図 4.3.4-9 に示す。試験には、油圧サーボ疲労試
験機を用い、砂時計型試験片の軸ひずみε Taxisは、試験片の直径変化から弾性ひずみ

を無視して式(4.3.4-1)で換算した。 
累積ひずみ負荷パターンを図 4.3.4-10に示す。 
(a) Case①：平均ひずみ漸増（ひずみ範囲一定）条件 
(b) Case②：平均ひずみ漸増後ひずみ一定（ひずみ範囲一定）条件 
(c) Case③：平均ひずみ漸増後ひずみ一定（ひずみ範囲減少）条件 
(d) Case④：平均ひずみ一定（ひずみ範囲一定）条件 

（b）試験結果 

試験結果を纏めて、全真ひずみ範囲∆εと疲労寿命 Nf の関係を図 4.3.4-11～図
4.3.4-13 に示す。供試材 SUS316NG、SFVQ1A、STS410 において、ひずみ範囲
一定として疲労損傷が生じるまで平均ひずみを漸増させた Case①の結果を除いて、
平均ひずみが疲労寿命に及ぼす影響は小さいことが分る。特に、地震の繰返し数

60回を想定して、平均ひずみ漸増を打切った Case②の結果は、平均ひずみを与え
ない疲労寿命とほぼ等しいことが分る。 
現在までに得られた試験結果に対して、Torii ら（13）が用いた等価疲労累積損傷
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による評価を行った。本評価は、累積ひずみによる延性消耗量を等価な疲労累積係数

UFに置き換えて UFで表示する方法である。評価式を以下に示す。 
 

UFeq,1 = Nf / Nf0 + Dd    (4.3.4-3) 
Dd = εf' / εf0     (4.3.4-4） 

 
ここで、Nf は疲労寿命、Nf0 は予ひずみや平均ひずみが 0 の場合の疲労寿命、εf'
は破断時点での累積ひずみ、εf0は真破断延性である。 
等価疲労累積係数UFeq,1の検討結果を図 4.3.4-14に示す。供試材 SUS316NG、

SFVQ1A、STS410 に拠らず、等価疲労累積係数 UFeq,1の UF はほぼ 1 であり、
予ひずみ無し材料の疲労寿命のばらつきの範囲である。 

（c）まとめ 
供試材 SUS316NG、STS410、SFVQ1A を用いて室温でラチェット疲労試験を

実施し、一方向変形を伴う低サイクル疲労寿命は、累積ひずみが数十％程度以下で

あれば、疲労累積係数と延性消耗量の和で評価できる見通しを得た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.3.4-9 試験片形状および寸法(単位：mm) 
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(a) Case①                  (b) Case② 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c) Case③                   (d) Case④ 
 

図 4.3.4-10 累積ひずみ負荷パターン 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.3.4-11 ステンレス鋼 SUS316NGの累積ひずみ疲労試験結果（室温） 
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図 4.3.4-12 低合金鋼 SFVQ1Aの累積ひずみ疲労試験結果（室温） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.3.4-13 炭素鋼 STS410の累積ひずみ疲労試験結果（室温） 
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図 4.3.4-14 等価累積疲労損傷の検討結果(UFeq,1=Nf/Nf0+Dd) 
 

 
 
 
（３）本年度成果のまとめ 
繰返し予ひずみ及び平均（ラチェット）ひずみの疲労強度への影響に関する試験デー

タを拡充する。オーステナイト系ステンレス鋼(SUS316NG)、低合金鋼(SFVQ1A)、炭素
鋼（STS410）を対象に、試験データを採取した。本年度の主な成果は以下の通りである。 

(a) 室温と高温(300℃)で繰返し予ひずみ疲労試験を実施し、ひずみ範囲で整理した低
サイクル疲労寿命は、室温と高温(300℃)でほぼ等しいことを確認した。また、繰
返し予ひずみの疲労累積係数が、設計疲労曲線の許容繰返し数相当及びそれ以上の

0.2程度であれば、疲労寿命は線形被害則を用いて評価できることを確認した。 
(b) 室温でラチェット疲労試験を実施し、一方向変形を伴う低サイクル疲労寿命は、累
積ひずみが数十％程度以下であれば、疲労累積係数と延性消耗量の和で評価できる

見通しを得た。 
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４．４ 循環水配管の健全性評価  

 

４．４．１ 前書き 

 柏崎刈羽原子力発電所１号機から４号機の循環水配管土中埋設部において、新潟県中越

沖地震の影響によるものと見られる変形が認められた。変形した循環水配管の継続使用を

志向し、その妥当性を判断するため、配管変形部の健全性評価を実施した。本節では、柏

崎刈羽原子力発電所３号機Ｂ系循環水配管放水ライン下部マイタ管を例にとり、変形した

管の評価方法および評価結果を示す。 

評価項目は、耐震Ｃクラスである循環水配管に対して設計規格で要求されている耐圧強

度と座屈強度について、変形後も満足していることの確認を行った。 

解析には汎用構造解析プログラム ABAQUS を用い、材料強度は使用材である SS400 の材料

強度特性を用いた。 

 

４．４．２ 対象部位および変形状況 

対象部位は変形が認められた３号機Ｂ系循環水配管放水ライン下部マイタ管の上部 30

度部分であり、図 4.4-1 に変形部位および変形状況を示す。材料は一般構造用圧延鋼材

SS400 である。図 4.4-2 に構造図を示すが、内径 3300mm、厚さ 16mm の 90 度マイタ管であ

り、中央に補剛環を設けた 30 度エビ管３個をつないだ構造である。 

 

４．４．３ 耐圧強度評価 

配管変形部に通常使用圧力が作用した際の変形部の発生応力を確認するために耐圧強度

評価を実施した。評価部位は変形部を含む 30 度部分マイタ管部とし、計測で得られた変形

形状を初期形状としてモデル化を行った。また機械特性は以下の値を使用した。 

ヤング率   Ｅ  200,000 MPa 

ポアソン比  ν    0.3 

作用内圧は強度計算書１） 記載の設計内圧 5.9kg/cm2（0.58MPa）とした。図 4.4-3a, 図

4.4-3b に内外面での Mises 応力を示すが、最大値は内面で 80MPa、外面で 63MPa であった。

また、一般一次膜応力は 74.8 MPa であった。この値は、「原子力発電所耐震設計技術指針

（JEAG4601）」２）で定められている一般 1次膜応力の許容値（許容引張応力）100MPa 以下

であり、1次応力制限を満足している。なお、内径 3300mm、厚さ 16mm の単純円筒に対する

設計内圧での周方向膜応力は 60MPa である。 

 

４．４．４ 座屈強度評価 

配管変形部が埋設深さに応じて発生する外圧に対して座屈しないことを確認するために

座屈強度評価を実施した。前記耐圧強度評価モデルに外圧を負荷し、座屈解析を行った。

解析に用いた材料特性を以下に示す。 

ヤング率   Ｅ  200,000 MPa 
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ポアソン比  ν    0.3 

降伏応力   σy   245 MPa（JIS-G3101 最小値）  

引っ張り強さ σu   400 MPa（JIS-G3101 最小値） 

一様伸び   εu   17 %    

硬化則    等方硬化則 

強度計算書１） 記載の設計外圧は側面土圧、浸透水圧および管内真空圧を加えた

0.61MPa である。図 4.4-4 に後座屈モードを示す。図 4.4-5 に最大変形点での変位履歴を

示すが、最大初期不整を測定最大変位 30mm およびその２倍の 60mm として解析したが、分

岐座屈発生圧に対する初期不整の影響はほとんど認められない。分岐座屈圧は外圧による

最大 Mises 応力が降伏応力に達する時点の圧力 1.81MPa（初期降伏圧力）よりも大きい。

表 4.4-1 に評価結果をまとめて示すが、座屈圧力は 1.91MPa、座屈安全率は 3.11 である。

この値は設計基準である「水門鉄管技術基準」３）で要求されている所要安全率 1.5 を大き

く上回っている。 

 

４．４．５ まとめ 

 新潟県中越沖地震で変形した３号機Ｂ系循環水配管放水ライン下部マイタ管について、

変形状況を精度よくシミュレートし、継続使用の妥当性判断に資することを目的として、

変形した管の強度評価を行い、以下の結果を得た。 

・ 設計内圧負荷時の一般 1次膜応力は「原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601）」

で定められている一般 1次膜応力の許容値（許容引張応力）100MPa 以下であり、1

次応力制限を満足している。 

・ 設計外圧負荷時の座屈圧力は 1.91MPa、座屈安全率は 3.11 である。この座屈安全

率は設計基準である「水門鉄管技術基準」で要求されている所要安全率 1.5 を大

きく上回っている。 

なお、耐震Ｃクラスの設備には規格上要求されていないが、事業者が主体的に設備の健

全性を確認する観点から疲労損傷についても評価を行い、継続使用の上で問題のないこと

を確認している。 
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最大変位 30mm

下部マイタ管

 

解析モデル化領域 

図 4.4-1 放水管マイタ管下部変形状況 

図 4.4-２ マイタ管構造 
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